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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期

決算年月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月

売上高 （百万円） 33,274 34,991 35,761 36,585 38,667

経常利益 （百万円） 4,112 3,549 4,681 4,723 6,808

親会社株主に帰属する当期

純利益
（百万円） 2,918 2,608 3,447 3,538 5,044

包括利益 （百万円） 3,082 2,797 3,397 3,337 5,507

純資産額 （百万円） 30,609 32,478 35,014 37,303 41,672

総資産額 （百万円） 44,252 45,165 47,279 50,322 55,685

１株当たり純資産額 （円） 828.49 877.35 942.37 1,002.86 1,120.36

１株当たり当期純利益 （円） 79.69 71.21 93.63 95.95 136.65

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） 78.80 70.34 92.84 95.21 135.60

自己資本比率 （％） 68.6 71.2 73.5 73.5 74.3

自己資本利益率 （％） 10.0 8.3 10.3 9.9 12.9

株価収益率 （倍） 19.4 37.6 27.8 20.5 15.8

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 4,701 4,091 3,318 5,460 5,451

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △1,876 △3,250 △4,435 △3,711 △2,193

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △910 △1,175 △1,083 △1,220 △1,275

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 6,984 6,651 4,448 4,981 6,968

従業員数
（人）

694 704 719 724 733

(外、平均臨時雇用者数) (286) (312) (321) (329) (354)

　（注）１．上記の記載金額及びこれ以降に記載している売上高等には消費税等を含んでおりません。

　　　　２．当社は2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第79期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当た

り当期純利益を算定しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期

決算年月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月

売上高 （百万円） 33,253 34,981 35,738 36,564 38,610

経常利益 （百万円） 4,179 3,615 4,667 4,703 6,833

当期純利益 （百万円） 2,986 2,675 3,433 3,518 5,070

資本金 （百万円） 6,897 6,897 6,897 6,897 6,897

発行済株式総数 （株） 21,770,719 21,770,719 43,541,438 43,541,438 43,541,438

純資産額 （百万円） 31,061 32,832 35,299 37,741 41,679

総資産額 （百万円） 44,709 45,512 47,571 50,753 55,696

１株当たり純資産額 （円） 840.81 887.00 950.11 1,014.73 1,120.56

１株当たり配当額
（円）

50.00 50.00 30.00 30.00 41.00

(内１株当たり中間配当額) (20.00) (25.00) (13.00) (13.00) (15.00)

１株当たり当期純利益 （円） 81.54 73.03 93.23 95.41 137.35

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） 80.62 72.14 92.44 94.67 136.30

自己資本比率 （％） 68.8 71.4 73.7 73.7 74.3

自己資本利益率 （％） 10.1 8.5 10.2 9.7 12.9

株価収益率 （倍） 18.9 36.7 28.0 20.7 15.7

配当性向 （％） 30.7 34.2 32.2 31.4 29.9

従業員数
（人）

649 659 673 677 684

(外、平均臨時雇用者数) (280) (302) (310) (315) (341)

株主総利回り （％） 133.1 231.7 228.0 176.7 196.4

（比較指標：配当込み

TOPIX）
（％） (114.7) (132.9) (126.2) (114.2) (162.3)

最高株価 （円） 3,220 2,690 2,862 2,660 2,438

   (5,610)    

最低株価 （円） 1,846 2,563 2,136 1,440 1,562

   (2,863)    

　（注）１．当社は2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第79期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株

当たり当期純利益を算定しております。

２．最高株価及び最低株価は、東京証券取引所市場（第一部）におけるものであります。なお、第80期の株価

については株式分割（2018年４月１日付で１株を２株とする）による権利落ち後の最高株価及び最低株価

を記載しており、(　)内に株式分割前の最高株価及び最低株価を記載しております。
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２【沿革】

1939年２月 興亜化学工業株式会社（東京都葛飾区本田町133番地）を資本金５万円をもって創立し家畜臓器を原

料とする栄養食品の製造販売開始。

1940年８月 株式会社興亜栄養化学研究所と社名変更。

1941年４月 臓器系医薬品の製造販売を開始する目的で医薬品製造業者、薬種商の免許取得。

1943年５月 第三者割当によって田辺製薬㈱が資本参加。

1946年４月 日本栄養化学株式会社と社名変更。

1950年４月 ＳＳ寒天培地（赤痢菌等の検索）の製品化に成功し、わが国の防疫、公衆衛生の普及、発展に貢献。

1961年５月 臨床検査薬部門を開設し、臨床検査薬の研究開発開始。

1965年９月 野木工場（栃木県野木町）第１期工事が完成し生産開始。

1969年２月 創立30周年記念に当たり、栄研化学株式会社と社名変更。

1975年２月 王子事業所（東京都北区）が完成し業務開始。

1979年６月 東金工場（千葉県東金市）が完成し生産開始。

1980年８月 本社新社屋（東京都文京区）が完成し業務開始。

1984年４月 那須工場（栃木県大田原市）第１期工事が完成し生産開始。

1987年３月 那須工場第２期工事が完成し生産開始。

1987年12月 栄研器材株式会社に資本参加。

1989年６月 野木工場第８工場（免疫血清製剤工場）が完成し生産開始。

1990年１月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

1990年５月 東京事業所（東京都墨田区）開設。

1991年９月 株式会社栄研ミリオンスタッフを設立。

1992年６月 生物化学研究所（栃木県野木町）が完成し業務開始。

1996年９月 那須工場第２工場第１期工事が完成し生産開始。

2001年９月 株式会社栄研ロジスティクスサービスを設立。

2002年３月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定。

2004年２月 物流管理センター（栃木県野木町）が完成し業務開始。

2004年９月 栄研生物科技（上海）有限公司を設立。

2006年８月 栄研生物科技（上海）有限公司の工場が竣工。

2006年10月 株式会社栄研ミリオンスタッフが株式会社栄研ロジスティクスサービスを吸収合併。

2007年４月 栄研器材株式会社を吸収合併。

2008年７月 本社移転及び東京都内３事業所の統合。（東京都台東区）

2009年７月 野木工場粉末培地工場が完成し生産開始。

2012年２月 野木事業所オペレーションマネージメントセンター（事務棟・製造棟）が完成し業務開始。

2012年３月 王子事業所を閉鎖し、主に野木事業所へ集約。

2012年４月 栄研生物科技(上海)有限公司について、社名を栄研生物科技(中国)有限公司に変更。

2012年６月 東金事業所を閉鎖し、野木事業所へ生産移管。

2014年３月 株式会社栄研ミリオンスタッフを解散。

2014年４月 欧州支店（オランダ・アムステルダム）を開設。

2017年４月 那須工場第２工場の増改築を実施し、稼動開始。

2017年９月 野木工場新製造棟で尿試験紙の生産ライン稼動開始。

2020年９月 新型コロナウイルス検出試薬の安定的供給体制を整備。
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３【事業の内容】

当社グループは、当社（栄研化学㈱）と連結子会社１社（栄研生物科技（中国）有限公司）により構成されてお

り、検査薬の製造販売を主な事業として営んでおります。

なお、連結子会社の栄研生物科技（中国）有限公司は、当社検査薬の受託生産及び検査薬の仕入製造販売を主な事

業として営んでおります。

以上のことを事業の系統図として示すと次のとおりであります。

 

 

［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

役員の兼任等

資金援助
（百万円）

営業上の
取引

設備の
賃貸借

その他当社
役員
（名）

当社
従業員
（名）

栄研生物科技

(中国)有限公司
中国 上海市 1,316

検査薬の製造

販売
100 2 － －

当社製品の

受託生産

及び当社製

品の仕入、

製造販売

－ －

（注）栄研生物科技(中国)有限公司は特定子会社に該当します。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2021年３月31日現在

 従業員数（人）

合計 733（354）

　（注）１．従業員数は就業員数であり、臨時雇用者数（シニア、パート、嘱託社員及び派遣社員を含む）は（　）内に

年間の平均人員を外数で記載しております。

２．当社グループは、検査薬事業のみの単一セグメントであり、事業部門等の区別を行っていないため、従業員

数は、当社グループとして一括して記載しております。

(2）提出会社の状況

      2021年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

684(341) 42才4ヶ月 16年4ヶ月 7,569,612

　（注）１．平均年間給与は基準外給与及び賞与を含んでおります。

２．従業員数は就業員数であり、臨時雇用者数（シニア、パート、嘱託社員及び派遣社員を含む）は（　）内に

年間の平均人員を外数で記載しております。

(3）労働組合の状況

　当社グループでは、労使関係は安定しており、特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営方針

当社グループは、「経営理念」、「経営ビジョン」、「モットー」からなる “EIKEN WAY”を制定し、グループ

全体で“EIKEN WAY”を実践することにより持続的な企業価値の向上を図り、取引先の繁栄と株主並びに社会への貢

献を果たしてまいります。

 

EIKEN WAY

□経営理念　　：ヘルスケアを通じて人々の健康を守ります。

□経営ビジョン：EIKENグループは、人々の健康を守るため、検査のパイオニアとしてお客様に信頼される製品・

　　　　　　　　サービスを提供し、企業価値の向上を図ります。

□モットー　　：品質で信頼され、技術で発展する“EIKEN”

 

(2) 経営戦略等

当社グループは、2019年４月に経営構想“EIKEN ROAD MAP 2019”を策定しました。創立90周年にあたる2028年度

までの10年間で、グランドビジョン「Saving Your Health（世界的な臨床検査薬企業として、人々の健康を守り続

ける）」の実現を目指して、以下の基本戦略に基づき、中期経営計画（2020年３月期～2022年３月期）を策定し、

推進しております。

 

① EIKEN ROAD MAP 2019

□基本戦略１：成長と利益性の向上

（a）グローバル展開の推進

（b）国内販売の維持・シェアアップ

（c）利益性の向上

□基本戦略２：新たなビジネスの創出

（a）オープンイノベーションによる戦略的提携

（b）新規事業、新規市場の創出と進出

□基本戦略３：基盤整備

（a）IoT、AIによる生産性の向上

（b）人財の育成・確保と機構改革

（c）販売網整備とマーケティングの強化

 

② 中期経営計画（2020年３月期～2022年３月期）

グローバル企業“EIKEN”を実現するために、2020年３月期～2022年３月期を構造改革期と位置づけ、社内体制の

整備を行うため以下の重点施策を策定し、グループ全体で持続的な成長と収益性の向上を目指します。

□重点施策１：経営効率を高めるための基盤整備

（a）基幹システムの統合、品質システムのIT化及び営業サービス部門のIT化による付加価値の高いサービスの提供

（b）グローバル展開を促進するためのシンプルかつフラットな組織機能・構造の改革

（c）生産及び流通拠点の強化と整理統合による効率化のアップ

□重点施策２：グローバル展開の推進

（a）大腸がんスクリーニング検査の普及促進と国家スクリーニングの獲得、新興国市場の開拓

（b）免疫血清学的検査用試薬、特に、ABC分類（胃の健康度評価）の普及拡大

（c）シスメックス株式会社との販売提携による尿定性検査分野での販売拡大

（d）LAMP法を用いた結核菌群検査及びマラリア検査等の展開加速

□重点施策３：国内販売の維持とシェアアップ

（a）自社製品群のラインアップ拡大による着実な成長

（b）大腸がん、ABC分類（胃の健康度評価）の普及拡大と消化器がんスクリーニングブランドの確立

（c）小型全自動遺伝子検査システム（Simprova）の販売展開

□重点施策４：研究開発力の強化

（a）小型全自動遺伝子検査システム（Simprova）の新規パネルの開発推進

（b）オープンイノベーションによる新規バイオマーカーの開発

（c）プライマリケア領域などを対象とした新たなPOCTプラットフォームの開発

EDINET提出書類

栄研化学株式会社(E00961)

有価証券報告書

  7/126



(3) 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

中期経営計画におきまして、2022年３月期を最終年度として、売上高38,700百万円（海外向け売上高9,460百万

円）、営業利益5,320百万円（営業利益率13.7％）、ROE10％の達成を目指しておりましたが、新型コロナウイルス

感染拡大による経営環境の変化と業績への影響度予測を踏まえて、事業計画を見直しております。

2022年３月期の業績見通しについては、当初の予想を引き上げて、売上高40,400百万円（海外向け売上高9,090百

万円）、営業利益6,370百万円（営業利益率15.8％）、ROE11.5％を見込んでおります。

 

(4) 経営環境

長期化している新型コロナウイルス感染拡大による社会及び経済への影響は大きく、ワクチン接種による経済活

動再開に期待が高まるものの、より感染力の強い変異株の感染拡大に対する懸念や変異株に対するワクチンの有効

性の問題など、依然として不透明感が根強い状況が継続しています。

なお、臨床検査薬業界は、日本では高齢化社会における医療・介護ニーズの多様化などを背景に地域包括ケアシ

ステムが推進されていくことが予想されますが、医療費抑制のための医療制度改革も継続して実施されています。

また、海外を含めて、将来にわたる包括的医療経済性への関心が高まり、検診の重要性が再認識され、検査の効率

化や予防医学の拡大が期待されています。新興国では、人口の増加と経済発展に伴い、健康意識の高まりと感染症

対策や検診などの医療インフラの整備が期待されています。各企業は、このような経営環境に対して、研究開発投

資やコスト競争力が求められる状況となっております。

 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社グループは、当連結会計年度において、経営構想“EIKEN ROAD MAP 2019”及び中期経営計画（2020年３月

期～2022年３月期）に基づき、以下の重点課題に取り組んでまいりました。当社グループは、引き続きこれらの重

点課題を行動計画に展開し、グローバル企業“EIKEN”の実現に向けてグループ全体で持続的な成長と収益性の向上

に取り組んでまいります。

①経営効率を高めるための基盤整備

全社最適化による経営効率向上のため全社IT化施策を推進し、当連結会計年度中に生産管理システムの設計開発

が完了し、2021年８月に稼働予定です。また、テレワーク拡充に向けたIT環境を整備いたしました。

②グローバル展開の推進

新型コロナウイルス感染症拡大により中断していた各国の大腸がんスクリーニングプログラムが再開し、需要が

回復傾向にある中で、オーストラリアの大腸がん国家スクリーニング契約を更新いたしました。引き続き、各国で

の大腸がんスクリーニングプログラムの普及促進と受診率の向上に取り組んでまいります。海外向け尿検査用試

薬・装置につきましては、シスメックス株式会社との協業推進により販売拡大を図りました。遺伝子検査において

は、LAMP法による新型コロナウイルス検出試薬のインド、中央アジア、欧州への展開を開始いたしました。また、

結核菌群遺伝子検査試薬に関して、結核高負担国におけるガイドライン収載とグローバルファンドの採択があり、

検査の普及・定着に取り組んでまいります。

③国内販売の維持とシェアアップ

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による各種検診・スクリーニングプログラムの中断や外来患者数減少の影

響があったものの、新型コロナウイルス検出試薬及び遺伝子検査装置が大幅に伸び、売上拡大を牽引いたしまし

た。引き続き、便潜血測定装置及び尿分析装置の設置を促進し、新規採用先の拡大に向けて注力してまいります。

④研究開発力の強化

医療ニーズ及び中長期的な観点に基づき新製品・新技術の研究開発を行っており、2020年４月に「Loopamp新型コ

ロナウイルス2019（SARS-CoV-2）検出試薬キット」（体外診断用医薬品）及び「全自動核酸検査装置 Simprova」の

発売、2021年２月に「尿自動分析装置US-2300」及び「便潜血測定装置OCセンサーCeres」を発売いたしました。引

き続き、新たな収益基盤として期待される新製品の開発に注力してまいります。なお、2021年６月に新研究棟の建

設に着工いたします。

 

なお、医療の現場においては新型コロナウイルス感染症への対策が最優先で求められております。当社グループ

は、『ヘルスケアを通じて人々の健康を守ります。』の経営理念のもと、新型コロナウイルス検出試薬の安定供給

及びグローバル展開を通じ、引き続き医療への貢献を目指してまいります。
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２【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項は、以下のようなものがあります。

なお、これらのほかにも現在及び将来において、財政状態及び経営成績に影響を与える可能性のある様々なリス

クが存在しており、ここに記載されたリスクは当社グループのすべてのリスクではありません。また、文中の将来

に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 海外事業展開に係るもの

中期経営計画の重点施策であるグローバル展開の推進を図るためには、当社グループの主力製品である便潜血検

査用試薬・装置の薬事承認を各国で取得し、大腸がん検診の国家スクリーニング採用を獲得することが必要となり

ます。しかし、国・地域ごとの法規制の変化、経済・景気の変化、政情の変化などにより、薬事承認の遅れや大規

模な国家スクリーニング開始の遅延などがあった場合、財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

また、当社連結子会社である栄研生物科技（中国）有限公司は、当社から臨床検査薬の受託生産を請け負うとと

もに、中国国内において独自に臨床検査薬の開発、製造・販売に取り組んでおります。しかし、市況環境の変化に

より当社からの受託生産が減少した場合や同社独自の中国ビジネス展開が計画通りに進捗しない場合、また、同社

で著しい不動産価額の低下が生じた場合などには、当社の同社に対する投資を回収することが困難になる可能性が

あります。

このようなリスクを踏まえ、当社は、海外事業室を中心に、適切な販売代理店の選択や契約に則した管理などを

通じてグローバル展開の強化に取り組んでおります。また、栄研生物科技（中国）有限公司につきましては、中国

事業の中心的な役割を担うべく、当社中国事業室のサポートの下、中国国内向け販売の拡大に努めております。

 

(2) 新製品・新技術に係るもの

当社グループは、医療ニーズ及び中長期的な観点に基づき新製品・新技術の研究開発を行っており、2020年４月

に「Loopamp新型コロナウイルス2019（SARS-CoV-2）検出試薬キット」（体外診断用医薬品）及び「全自動核酸検査

装置 Simprova」の発売、2021年２月に「尿自動分析装置US-2300」及び「便潜血測定装置OCセンサーCeres」を発売

するなど、新たな収益基盤として期待される新製品の開発に注力しております。一方で、臨床検査薬業界は技術革

新に伴う開発競争が激しく、研究開発の遅延や中断により研究開発投資の回収が困難になり、財政状態及び経営成

績に影響を与える可能性があります。また、他社の革新技術により当社製品の優位性が低下した場合、製品売上が

減少する可能性があります。

このようなリスクを踏まえ、当社は、マーケティング及び研究開発力の強化により研究開発のスピードアップを

図り、また、経営会議、取締役会等で市場環境の変化並びに中長期的な観点から研究開発の進捗を管理するととも

に、開発案件の優先順位等を判断しております。

 

(3) 薬事規制等に係るもの

当社グループは、各国の薬事規制等に従い製品を登録し販売をしておりますが、各国の医療政策の動向により規

制が変更された場合、製品価格や製品の使用方法が影響を受け、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与

える可能性があります。

このようなリスクを踏まえ、当社グループでは、必要に応じ現地コンサルタントを活用するなどにより、各国の

薬事規制の動向の迅速な把握に努めております。

 

(4) 製品品質に係るもの

当社グループは、品質マネジメントシステム（ISO13485認証、MDSAP認証）に基づく品質管理のもと製品の品質保

証に取り組んでおります。しかし、万一製品に品質問題が発生した場合には、財政状態及び経営成績に影響を与え

る可能性があります。

このようなリスクを踏まえ、当社は、主として信頼性保証部門が品質マネジメントシステムの適切な運用をモニ

タリングするとともに、市場における製品の品質評価を監視しております。

 

(5) ITシステムに係るもの

当社グループは、業務効率化のため各種ITシステムを導入し、ビジネスプロセスの改善に取り組んでおります。

この領域においては、情報技術革新への対応の遅れや災害等によるシステム障害・回線障害、コンピュータウイル

スによる障害・情報流出等の発生により、財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

このようなリスクを踏まえ、当社は、情報システム部門を中心にサイバー攻撃に対するセキュリティ対策を構築

するとともに、標的型攻撃メール対応などの教育訓練を実施しています。
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(6) 自然災害、事故に係るもの

大規模な地震、風水害等の自然災害や火災により、当社グループ及びサプライヤーの工場・設備が甚大な被害を

被った場合、復旧に長期間を要するため製品供給ができなくなり、財政状態及び経営成績に影響を与える可能性が

あります。

このようなリスクを踏まえ、当社グループでは、大規模な災害が発生した場合も事業を継続できるよう事業継続

マネジメントの基本方針に基づき、事業継続計画を策定し、訓練等の実施により災害発生時の対応能力の継続的向

上に取り組んでおります。また、当社は、内閣官房国土強靭化推進室が進める国土強靭化貢献団体認証（レジリエ

ンス認証）を取得しております。

 

(7) 新型コロナウイルス感染症に係るもの

世界的に新型コロナウイルス感染症拡大の影響が長期化し、経済活動や医療活動が停滞した場合、各国における

スクリーニングプログラムの中断・遅延や外来患者数の減少等により、当社製品の売上が減少する可能性がありま

す。

このようなリスクを踏まえ、当社では、各国における臨床検査薬市場の動向について情報収集を図り、環境変化

に迅速に対応するとともに、当社が供給する新型コロナウイルス検出試薬の安定供給及びグローバル展開を通じ

て、社会貢献並びに売上の拡大を図ってまいります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

① 財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度における国内外の経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大により社会経済活動が大きな影響

を受け、依然として厳しい状況にあります。

これらの外部環境に加え、臨床検査薬業界においては医療費抑制策により厳しい経営環境が続き、各企業はよ

り一層のコスト競争力と積極的な海外展開が求められる状況となっております。

このような経営環境の下、当社グループは経営構想“EIKEN ROAD MAP 2019”に基づき中期経営計画を策定し、

経営効率を高めるための基盤整備、グローバル展開の推進、国内販売の維持とシェアアップ、研究開発力の強化の

４つを重点施策として、グループ全体で持続的な成長と収益性の向上に努めております。また、新型コロナウイル

ス検出試薬の国内安定供給及びグローバル展開を通じ、同感染症対策への貢献を目指しております。

当連結会計年度の売上高は、新型コロナウイルス感染症拡大による各種検診・各国スクリーニングプログラム

の中断や外来患者数減少の影響があったものの、新型コロナウイルス検出試薬及び遺伝子検査装置が大幅に伸び、

38,667百万円（前期比5.7％増）となりました。製品の種類別区分ごとの売上高は、上記の市場環境の影響によ

り、微生物検査用試薬は3,989百万円（同13.7％減）、免疫血清学的検査用試薬は18,749百万円（同7.5％減）、生

化学的検査用試薬は594百万円（同2.5％減）、器具・食品環境関連培地は2,125百万円（同1.7％減）となりまし

た。尿検査用試薬は海外向け尿試験紙の増加が国内減少分をカバーし、3,380百万円（同1.2％増）となりました。

その他（医療機器・遺伝子関連等）につきましては、新型コロナウイルス検出試薬及び遺伝子検査装置の大幅増に

より、9,827百万円（同76.2％増）となりました。

海外向け売上高につきましては、遺伝子検査（LAMP法）試薬及び尿検査用試薬が増加しましたが、便潜血検査

用試薬・装置が各国スクリーニングプログラムの再開により需要は回復傾向にあるものの通期では減少したことに

より、6,895百万円（同2.1％減）となりました。

利益面では、新型コロナウイルス検出試薬を中心に利益が大幅に増加し、営業利益は6,612百万円（同43.0％

増）、経常利益は6,808百万円（同44.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は5,044百万円（同42.5％増）と

なりました。

 

当連結会計年度末の財政状態は以下のとおりであります。

前連結会計年度末に比べ総資産は5,362百万円増加、負債は993百万円増加、純資産は4,368百万円増加いたしま

した。

増減の主なものとして、資産の部では、現金及び預金が948百万円減少、受取手形及び売掛金が1,280百万円増

加、棚卸資産が592百万円増加、有形固定資産が727百万円増加、長期預金が3,000百万円増加しております。負債

の部では、支払手形及び買掛金が541百万円減少、電子記録債務が101百万円減少、未払法人税等が670百万円増加

しております。純資産の部では、配当金の支払があったものの、親会社株主に帰属する当期純利益の計上により利

益剰余金が3,863百万円増加いたしました。自己資本比率は前連結会計年度末の73.5％から74.3％となりました。

 

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ1,987百万円増加し、当連結会計年度末には6,968百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金は、5,451百万円の収入（前連結会計年度は5,460百万円の収入）となりました。これは主

に、売上債権の増加により1,275百万円の支出、たな卸資産の増加により582百万円の支出、仕入債務の減少により

644百万円の支出及び、税金等調整前当期純利益が6,870百万円あったことによります。

なお、減価償却費は1,711百万円発生しております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金は、2,193百万円の支出（前連結会計年度は3,711百万円の支出）となりました。これは主

に、生産設備等の設備投資による有形固定資産の取得による支出が1,554百万円、無形固定資産の取得による支出

が557百万円、定期預金の預入による支出が5,181百万円及び、定期預金の払戻による収入が5,139百万円あったこ

とによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、1,275百万円の支出（前連結会計年度は1,220百万円の支出）となりました。これは主

に、配当金の支払が1,180百万円あったことによります。
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③ 生産、受注及び販売の実績

当社グループは、検査薬事業のみの単一セグメントであるため、生産、受注及び販売の実績については製品の

種類別区分ごとに記載しております。

(ア)生産実績

当連結会計年度における生産実績を製品の種類別区分ごとに示すと、次のとおりであります。

製品の種類別区分の名称
当連結会計年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

前年同期比（％）

微生物検査用試薬（百万円） 3,780 84.2

尿検査用試薬（百万円） 4,038 108.6

免疫血清学的検査用試薬（百万円） 7,402 91.9

器具・食品環境関連培地（百万円） 251 88.5

その他（百万円） 4,735 689.7

合計（百万円） 20,208 117.2

（注）１．金額は、売価換算値で表示しております。

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．新型コロナウイルス検出試薬の発売に伴い、「その他」の生産実績が著しく増加しております。

 

(イ)商品仕入実績

当連結会計年度における商品仕入実績を製品の種類別区分ごとに示すと、次のとおりであります。

製品の種類別区分の名称
当連結会計年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

前年同期比（％）

微生物検査用試薬（百万円） 302 92.6

尿検査用試薬（百万円） 14 81.7

免疫血清学的検査用試薬（百万円） 7,482 84.0

生化学的検査用試薬（百万円） 326 92.6

器具・食品環境関連培地（百万円） 1,510 92.2

その他（百万円） 3,753 102.7

合計（百万円） 13,388 89.9

（注）本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(ウ)受注実績

当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

 

(エ)販売実績

当連結会計年度における販売実績を製品の種類別区分ごとに示すと、次のとおりであります。

製品の種類別区分の名称
当連結会計年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

前年同期比（％）

微生物検査用試薬（百万円） 3,989 86.3

尿検査用試薬（百万円） 3,380 101.2

免疫血清学的検査用試薬（百万円） 18,749 92.5

生化学的検査用試薬（百万円） 594 97.5

器具・食品環境関連培地（百万円） 2,125 98.3

その他（百万円） 9,827 176.2

合計（百万円） 38,667 105.7

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであ

ります。

相手先

前連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

㈱スズケン 4,934 13.5 5,067 13.1

東邦薬品㈱ 4,229 11.6 4,292 11.1

アルフレッサ㈱ 4,021 11.0 4,927 12.7

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであり、将来のリスク、

不確実性及び仮定を伴う予測情報を含んでおります。「２事業等のリスク」などに記載された事項及びその他の要

因により、当社グループの実際の業績は、これらの予測情報から予測された内容とは大幅に異なる可能性がありま

す。

 

① 重要な会計方針及び見積り

当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。

当社経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資産・負債の開示、

並びに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなりません。経

営陣は、貸倒債権、売上戻り品、退職金、投資、偶発事象や訴訟等に関する見積り及び判断に対して、継続して評

価を行っております。経営陣は、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき、見積り及び

判断を行い、その結果は、他の方法では判定しにくい資産・負債の簿価及び収入・費用の報告数字についての判断

の基礎となります。実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

当社は、特に以下の重要な会計方針が、当社の連結財務諸表の作成において使用される当社の重要な判断と見積

りに大きな影響を及ぼすと考えております。

(ア)貸倒引当金

当社グループは、顧客の支払不能時に発生する損失の見積額について、貸倒引当金を計上しております。顧客の

財務状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。

(イ)返品調整引当金

当社グループは、売上げた製品及び商品が、品質上の欠陥等の理由で、販売先から返送される見積額について、

返品調整引当金を計上しております。返品調整引当金の見積りは、過去の実績に基づいておりますが、実際の返品

率が見積りと異なる場合、見積額の修正が必要となる可能性があります。

(ウ)退職給付費用

当社においては従業員退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出しておりま

す。これらの前提条件には、割引率、将来の給与水準、退職率、直近の統計数値に基づいて算出される死亡率及び

年金資産の収益率などが含まれます。当社の年金制度においては、割引率は日本の国債の市場利回りを参考値とし

て、在籍従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数で算出しております。期待収益率は、年金資産が投資されてい

る資産の種類毎の期待収益率の加重平均に基づいて計算しております。実際の結果が前提条件と異なる場合、また

は前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期

間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。また、割引率の低下及び年金資産運用での損

失は、当社グループの退職給付費用に対して悪影響を及ぼす可能性があります。

(エ)投資の減損

当社グループは、取引関係維持のために、特定の顧客の株式を保有しております。これらの株式には価格変動性

が高い公開会社の株式と、株価の決定が困難である非公開会社の株式が含まれます。また、関係会社に対して出資

を行っております。当社グループは投資価値が著しく下落し、回復の見込みがないと判断した場合、投資の減損を

計上しております。将来の市況悪化または投資先の業績不振により、現在の簿価に反映されていない損失または簿

価の回収不能が発生した場合、評価損の計上が必要となる可能性があります。

(オ)固定資産の減損

「第５経理の状況 １連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載してお

ります。
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② 当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社グループの当連結会計年度の経営成績等は、以下のとおりであります。

当連結会計年度の売上高は、新型コロナウイルス感染症拡大による各種検診・スクリーニングプログラムの中断

や外来患者数減少の影響があったものの、新型コロナウイルス検出試薬及び遺伝子検査装置が大幅に伸び、38,667

百万円（前期比5.7％増）となりました。

売上構成の変化により、売上原価は20,137百万円、売上原価率は52.1％となり、前連結会計年度に比べ3.6ポイ

ント低下いたしました。

売上総利益は前連結会計年度に比べ2,296百万円増加し、18,526百万円となりました。販売費及び一般管理費に

ついては新型コロナウイルス感染症対策支援活動への寄付の実施により、前連結会計年度に比べ306百万円増加

し、11,914百万円となりました。

営業利益は前連結会計年度に比べ1,989百万円増加し、6,612百万円となりました。売上高営業利益率は17.1％と

なり前連結会計年度に比べ4.5ポイント上昇いたしました。

営業外収益は220百万円を計上し、前連結会計年度に比べ104百万円増加いたしました。営業外費用は24百万円を

計上し、前連結会計年度に比べ９百万円増加いたしました。

経常利益は営業外損益で195百万円を計上し、6,808百万円となり、前連結会計年度に比べ2,084百万円増加いた

しました。経常利益率は前連結会計年度に比べ4.7ポイント上昇し、17.6％となりました。

特別利益は110百万円を計上し、前連結会計年度に比べ76百万円増加いたしました。特別損失は48百万円を計上

し、前連結会計年度に比べ15百万円増加いたしました。

税金等調整前当期純利益は特別損益で62百万円の純利益を計上し、6,870百万円となりました。税金等調整前当

期純利益に対する法人税、住民税及び事業税の負担率は前連結会計年度25.1％に対して当連結会計年度が26.6％と

なり、1.5ポイント上昇いたしました。

親会社株主に帰属する当期純利益は前連結会計年度に比べ1,505百万円増加し、5,044百万円となり、当期純利益

率としては3.4ポイント上昇し13.0％となりました。

当社グループは、経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等として、2021

年３月期の第３四半期までの業績を受けて2021年３月期に売上高37,100百万円、営業利益5,540百万円、ROE11.1％

の達成を目指しておりましたが、新型コロナウイルス感染症の第２波、第３波に備えて新型コロナウイルス遺伝子

検査試薬の増産体制を整備し、検査試薬の安定供給を実現した結果、各種検診・スクリーニングプログラムの中断

や外来患者数減少の影響を受けながらも、売上高38,667百万円、営業利益6,612百万円、ROE12.9％となり、すべて

の指標で目標を達成いたしました。

 

指標
2020年３月期 2021年３月期

目標 実績 目標 実績

連結売上高（百万円） 36,800 36,585 37,100 38,667

連結営業利益（百万円） 4,350 4,622 5,540 6,612

ROE（％） 9.5 9.9 11.1 12.9

 

当社グループの資本の財源及び資金の流動性については以下のとおりであります。

(ア)キャッシュ・フロー

当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「(１)経営成績等の状況の概要②キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりです。

(イ)財務政策

当社グループの財務政策における基本方針は、総資産の圧縮及び資本効率の向上による財務体質の強化であり、

継続的に実行しております。

資金の調達及び運用については、当社グループとして一体となり実行しており当社の信用力を最大限に活用して

おります。運転資金及び設備投資については、基本的に手持資金（利益等の内部留保資金）にて調達しておりま

す。なお、運転資金の効率的な調達を行うため金融機関との間で、総額5,400百万円の当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結しております。余剰資金の運用については、安全性・流動性の高い金融商品にて実行して

おります。当社グループの高いキャッシュポジションに対して、今後の効率的・戦略的な資金運用を検討しており

ます。

当社グループは、その健全な財務状態、営業活動によるキャッシュ・フローを生み出す能力、売掛債権信託（債

権流動化）及び貸出コミットメント契約により、当社グループの成長を維持するために将来必要な運転資金及び設

備投資資金を調達することが可能と考えております。今後の投資予定としては、現在進めている基幹システムの刷

新計画において生産システムの導入及び新研究棟の建設を予定しております。詳細は「第３設備の状況 ３設備の

新設、除却等の計画 (１)重要な設備の新設」に記載のとおりです。
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また、当社グループは株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置づけたうえで、財務体質

の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保の充実を勘案し安定した配当政策を実施すること、また、中間配当と

期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。具体的には、上記方針を踏まえ連結配当

性向30％以上の配当を目標といたします。
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４【経営上の重要な契約等】

業務提携契約

契約会社名 内容 契約日 有効期限

大塚製薬㈱

臨床検査市場において、両社が競争力を強化

し、メリットを享受できるための販売・市場育

成、研究開発、技術の相互利用及び、両社の信

頼・協力関係を深め、業務提携をより円滑に進

めることを目的とする当社への資本参加を含め

た業務提携契約。

2006年９月７日

業務提携契約

５年間

※期間終了後、１年毎

　の更新

 

 

５【研究開発活動】

新型コロナウイルスの世界的な感染拡大で検査の重要性が再認識される中、当社の理念である『ヘルスケアを通

じて人々の健康を守ります。』をもとに新型コロナウイルス検出試薬をはじめとする幅広い製品の開発を推進して

まいりました。

遺伝子検査試薬では、LAMP法を用いて新型コロナウイルスを検出する『Loopamp新型コロナウイルス2019(SARS-

CoV-2)検出試薬キット』を体外診断用医薬品として2020年４月に国内発売し、６月に唾液を検体種とする承認を追

加取得しました。また、11月には海外展開を進めるためCEマークも取得しました。さらに、2021年２月には

『LoopampB型インフルエンザウイルス検出試薬キット』を体外診断用医薬品として発売し、既発売の『Loopamp新型

コロナウイルス2019(SARS-CoV-2)検出試薬キット』および『Loopamp A型インフルエンザ検出試薬キット』とともに

新型コロナウイルスと季節性インフルエンザウイルスの同時流行に備えました。また、真菌の１種アスペルギル

ス・フミガタスを特異的に検出する認定検査試薬『Loopamp Aspergillus fumigatus 検出試薬キット』を2021年３

月に発売いたしました。

「Near the patient」という医療ニーズに対応するためのLAMP法を用いた『全自動核酸検査装置 Simprova』およ

び、核酸抽出試薬である『Simprova Extraction Kit/S1』、百日咳菌、肺炎マイコプラズマ、レジオネラ属菌を検

出するパネルである『Simprova呼吸器感染症パネルBP,LP,MP』（体外診断用医薬品）を2020年４月に発売いたしま

した。2021年３月には新型コロナウイルスと季節性インフルエンザウイルスを同時に検出するパネル『Simprova呼

吸器ウイルスパネル SARS-CoV-2, FluA, FluB』および結核菌と非結核性抗酸菌を同時に検出するパネル『Simprova

抗酸菌症パネル MTB, MAI』をそれぞれ体外診断用医薬品として発売いたしました。

免疫血清学的検査用試薬では、近年増加傾向にある炎症性腸疾患の診断補助および潰瘍性大腸炎の病態把握の補

助を目的とした『OC-カルプロテクチン‘栄研’』を2020年10月に体外診断用医薬品として発売いたしました。ま

た、欧州市場においてはCEマーク付き体外診断用医薬品として『OC-FCaTM Reagent』を2021年１月に発売し、頻回

の内視鏡検査による患者様負担の軽減に貢献できると期待しております。便潜血測定装置としましては2009年に発

売した『OCセンサーio』の後継機として、ユーザビリティーを強化した『OCセンサーCeres』を2021年２月に発売い

たしました。

尿自動分析装置としましては、大量検体の測定に対応した『US-2200』の後継機として、『US-2300』を2021年２

月に発売いたしました。

大塚製薬株式会社とは業務提携契約に基づき、両社が補完できる領域を中心に共同開発を引き続き検討中であり

ます。

なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は3,086百万円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資総額は、2,876百万円であります。

主な設備投資は、基幹システムの開発に580百万円、新型コロナウイルス検出試薬生産設備に523百万円、その他

生産設備の拡充に1,076百万円、研究開発設備に520百万円であります。

 

 

２【主要な設備の状況】

　　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

（2021年３月31日現在）
 

事業所名
（所在地）

製品の種類別
区分の名称

設備の内容

帳簿価額

従業
員数
(人)

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及び
車両運搬具
(百万円）

リース資産
(百万円)

その他
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

合計
（百万円）

野木事業所

（栃木県野木町）
検査薬全般

検査薬全般

の製造、物

流及び研究

6,045 939 26 471
997

(82,641.19)
8,481

244

(234)

那須事業所

（栃木県大田原市）

免疫血清学的
検査用試薬
遺伝子検査用
試薬

免疫血清学

的検査用試

薬、遺伝子

検査用試薬

の製造及び

研究

1,651 262 6 194
931

(74,486.20)
3,046

90

(62)

 

(2）在外子会社

（2021年３月31日現在）
 

会社名 所在地
製品の種類別区分の
名称

設備の内容

帳簿価額

従業
員数
(人)

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置及び
車両運搬具
(百万円)

リース資産
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

栄研生物科技

（中国）有限公司

中国

上海市

尿検査用試薬
免疫血清学的検査用
試薬
器具・食品環境関連
培地
遺伝子検査用試薬

尿検査用試薬、
免疫血清学的検
査用試薬、
器具・食品環境
関連培地、遺伝
子検査用試薬の
製造

348 56 1 5 412
48

(12)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．従業員数の（　）は、臨時従業員数を外書しております。

 

 

EDINET提出書類

栄研化学株式会社(E00961)

有価証券報告書

 18/126



３【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備の新設

会社名

事業所名
所在地

セグメント

の名称
設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

完成後の

増加能力総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

当社

本社

東京都

台東区
検査薬事業

基幹システム

(生産)
803 673 自己資金 2019年８月 2021年８月 ―

当社

野木事業所

栃木県

野木町
検査薬事業 新研究棟 4,175 195 自己資金等

2021年６月

（注）
2022年10月 ―

(注）新研究棟の着手予定年月は、建設着工予定年月としております。

 

（2）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 123,900,000

計 123,900,000

 

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
(2021年３月31日)

提出日現在発行数（株）
(2021年６月23日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 43,541,438 43,541,438
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100

株であります。

計 43,541,438 43,541,438 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 決議年月日  2007年６月21日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　４名（内執行役兼務３名）（注）1

 当社執行役　12名

 新株予約権の数(個)※  40（注）2、5

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）※
 普通株式　4,000（注）3、5

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2007年７月10日　至　2027年７月９日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2026年７月９日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2026年７月10日から2027年７

月９日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

※ 当事業年度の末日（2021年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2021年５月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現
在に係る記載を省略しております。

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。

5．2018年２月15日開催の取締役会決議により、2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割
を行っております。これにより「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数」が調整されております。
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 決議年月日  2008年６月12日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　４名（内執行役兼務３名）（注）1

 当社執行役　13名

 新株予約権の数(個)※  40（注）2、5

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）※
 普通株式　4,000（注）3、5

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2008年７月９日　至　2028年７月８日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2027年７月８日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2027年７月９日から2028年７

月８日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

※ 当事業年度の末日（2021年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2021年５月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現
在に係る記載を省略しております。

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。

5．2018年２月15日開催の取締役会決議により、2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割
を行っております。これにより「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数」が調整されております。
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 決議年月日  2009年５月19日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　４名（内執行役兼務２名）（注）1

 当社執行役　12名

 新株予約権の数(個)※  80（注）2、5

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）※
 普通株式　8,000（注）3、5

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2009年７月10日　至　2029年７月９日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2028年７月９日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2028年７月10日から2029年７

月９日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

※ 当事業年度の末日（2021年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2021年５月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現
在に係る記載を省略しております。

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。

5．2018年２月15日開催の取締役会決議により、2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割
を行っております。これにより「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数」が調整されております。

EDINET提出書類

栄研化学株式会社(E00961)

有価証券報告書

 23/126



 

 決議年月日  2010年５月18日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　３名（内執行役兼務２名）（注）1

 当社執行役　12名

 新株予約権の数(個)※  80（注）2、5

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）※
 普通株式　8,000（注）3、5

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2010年７月９日　至　2030年７月８日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2029年７月８日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2029年７月９日から2030年７

月８日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

※ 当事業年度の末日（2021年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2021年５月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現
在に係る記載を省略しております。

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。

5．2018年２月15日開催の取締役会決議により、2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割
を行っております。これにより「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数」が調整されております。

EDINET提出書類

栄研化学株式会社(E00961)

有価証券報告書

 24/126



 

 決議年月日  2011年５月18日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　４名（内執行役兼務３名）（注）1

 当社執行役　12名

 新株予約権の数(個)※  90（注）2、5

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）※
 普通株式　9,000（注）3、5

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2011年７月９日　至　2031年７月８日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2030年７月８日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2030年７月９日から2031年７

月８日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

※ 当事業年度の末日（2021年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2021年５月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現
在に係る記載を省略しております。

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。

5．2018年２月15日開催の取締役会決議により、2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割
を行っております。これにより「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数」が調整されております。

EDINET提出書類

栄研化学株式会社(E00961)
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 決議年月日  2012年５月17日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　４名（内執行役兼務３名）（注）1

 当社執行役　13名

 新株予約権の数(個)※  170（注）2、5

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）※
 普通株式　17,000（注）3、5

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2012年７月10日　至　2032年７月９日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2031年７月９日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2031年７月10日から2032年７

月９日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

※ 当事業年度の末日（2021年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2021年５月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現
在に係る記載を省略しております。

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。

5．2018年２月15日開催の取締役会決議により、2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割
を行っております。これにより「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数」が調整されております。

EDINET提出書類
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 決議年月日  2013年５月16日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　４名（内執行役兼務３名）（注）1

 当社執行役　13名

 新株予約権の数(個)※  210（注）2、5

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）※
 普通株式　21,000（注）3、5

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2013年７月10日　至　2033年７月９日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2032年７月９日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2032年７月10日から2033年７

月９日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

※ 当事業年度の末日（2021年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2021年５月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現
在に係る記載を省略しております。

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。

5．2018年２月15日開催の取締役会決議により、2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割
を行っております。これにより「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数」が調整されております。

EDINET提出書類

栄研化学株式会社(E00961)
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 決議年月日  2014年５月16日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　４名（内執行役兼務３名）（注）1

 当社執行役　12名

 新株予約権の数(個)※  320（注）2、5

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）※
 普通株式　32,000（注）3、5

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2014年７月９日　至　2034年７月８日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2033年７月８日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2033年７月９日から2034年７

月８日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

※ 当事業年度の末日（2021年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2021年５月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現
在に係る記載を省略しております。

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。

5．2018年２月15日開催の取締役会決議により、2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割
を行っております。これにより「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数」が調整されております。
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 決議年月日  2015年５月18日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　３名（内執行役兼務３名）（注）1

 当社執行役　13名

 新株予約権の数(個)※  360（注）2、5

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）※
 普通株式　36,000（注）3、5

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2015年７月10日　至　2035年７月９日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2034年７月９日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2034年７月10日から2035年７

月９日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

※ 当事業年度の末日（2021年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2021年５月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現
在に係る記載を省略しております。

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。

5．2018年２月15日開催の取締役会決議により、2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割
を行っております。これにより「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数」が調整されております。
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 決議年月日  2016年５月18日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　２名（内執行役兼務１名）（注）1

 当社執行役　12名

 新株予約権の数(個)※  270（注）2、5

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）※
 普通株式　27,000（注）3、5

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2016年７月９日　至　2036年７月８日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2035年７月８日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2035年７月９日から2036年７

月８日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

※ 当事業年度の末日（2021年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2021年５月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現
在に係る記載を省略しております。

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。

5．2018年２月15日開催の取締役会決議により、2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割
を行っております。これにより「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数」が調整されております。
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 決議年月日  2017年６月14日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　２名（内執行役兼務１名）（注）1

 当社執行役　13名

 新株予約権の数(個)※  344（注）2、5

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）※
 普通株式　34,400（注）3、5

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2017年７月11日　至　2037年７月10日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2036年７月10日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2036年７月11日から2037年７

月10日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

※ 当事業年度の末日（2021年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2021年５月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現
在に係る記載を省略しております。

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。

5．2018年２月15日開催の取締役会決議により、2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割
を行っております。これにより「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数」が調整されております。
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 決議年月日  2018年６月14日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　３名（内執行役兼務３名）（注）1

 当社執行役　11名

 新株予約権の数(個)※  270（注）2

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）※
 普通株式　27,000（注）3

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2018年７月13日　至　2038年７月12日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2037年７月12日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2037年７月13日から2038年７

月12日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

※ 当事業年度の末日（2021年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2021年５月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現
在に係る記載を省略しております。

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。
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 決議年月日  2019年６月18日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　３名（内執行役兼務３名）（注）1

 当社執行役　11名

 新株予約権の数(個)※  274（注）2

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）※
 普通株式　27,400（注）3

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2019年７月12日　至　2039年７月11日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2038年７月11日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2038年７月12日から2039年７

月11日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

※ 当事業年度の末日（2021年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2021年５月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現
在に係る記載を省略しております。

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。
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 決議年月日  2020年６月16日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　３名（内執行役兼務３名）（注）1

 当社執行役　９名

 新株予約権の数(個)※  298（注）2

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）※
 普通株式　29,800（注）3

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2020年７月10日　至　2040年７月９日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2039年７月９日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2039年７月10日から2040年７

月９日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

※ 当事業年度の末日（2021年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2021年５月

31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現
在に係る記載を省略しております。

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。
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 決議年月日  2021年６月16日

 付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役　３名（内執行役兼務３名）（注）1

 当社執行役　10名

 新株予約権の数(個)  409（注）2

 新株予約権の目的となる株式の種類、内容

 及び数（株）
 普通株式　40,900（注）3

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  1（注）4

 新株予約権の行使期間 自　2021年７月９日　至　2041年７月８日

 新株予約権の行使により株式を発行する

 場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格　　　　　　　　　　　 1

 資本組入額　　　　　　　　　　 1

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役に

就任後１年を経過(死亡退任は除く。)した後で、取締役及び執行役

の全てを退任した日の翌日から10日を経過する日までの期間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

②前記①にかかわらず、新株予約権者が2040年７月８日に至るまでに

権利行使開始日を迎えなかった場合、2040年７月９日から2041年７

月８日までに新株予約権を行使できるものとする。

③前記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは

株式移転計画の承認の議案が、当社株主総会で承認された場合(株主

総会決議が不要な場合は当社の取締役会決議がなされた場合)、当該

承認日の翌日から15日を経過する日までの期間に限り、新株予約権

を行使できるものとする。

④新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑤新株予約権者が死亡した場合、その相続人が新株予約権を行使でき

るものとする。

⑥その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び代表

執行役の決定に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定める。

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

(注)　　1．当社取締役の人数は社外取締役を除く人数です。
2. 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株とする。

3．当社が株式分割(株式無償割当を含む)または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の
目的株式数につき調整し、調整の結果生じる１株未満の株式についてはこれを切捨てるものとする。

　 調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、割当株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
時は、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で割当株式数を調整するものとする。

4．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権を行使することにより交付をうけることが
できる当社普通株式１株当たりの払込金額を１円とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じ
た金額とする。
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②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2018年４月１日

（注）
21,770,719 43,541,438 － 6,897 － 7,892

（注）株式分割（１：２）によるものであります。

 

（５）【所有者別状況】

       2021年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数 100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 27 38 56 179 8 8,030 8,338 －

所有株式数

（単元）
－ 117,307 8,644 43,319 125,799 14 140,218 435,301 11,338

所有株式数の

割合（％）
－ 26.95 1.99 9.95 28.90 0.00 32.21 100.00 －

　（注）自己株式6,611,071株は、「個人その他」に66,110単元及び「単元未満株式の状況」に71株を含めて記載してお

ります。
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（６）【大株主の状況】

  （2021年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信

託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 40,087 10.85

大塚製薬株式会社 東京都千代田区神田司町２丁目９ 40,000 10.83

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８番12号 24,671 6.68

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT

（常任代理人　香港上海銀行東京支店　カス

トディ業務部）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA

USA 02111

（東京都中央区日本橋３丁目11番

１号）

24,623 6.67

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE HCR00

（常任代理人　香港上海銀行東京支店　カス

トディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF

LONDON E14 5NT, UK

（東京都中央区日本橋３丁目11番

１号）

16,082 4.35

第一生命保険株式会社

 （常任代理人　株式会社日本カストディ銀

行）

東京都千代田区有楽町１丁目13－

１

（東京都中央区晴海１丁目８番12

号）

11,000 2.98

GOVERNMENT OF NORWAY

（常任代理人　シティバンク、エヌ・エイ東

京支店）

BANKPLASSEN ２, 0107 OSLO １

OSLO 0107 NO

（東京都新宿区新宿６丁目27番30

号）

9,213 2.49

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタートラスト信託銀

行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６番

６号　日本生命証券管理部内

（東京都港区浜松町２丁目11番３

号）

7,992 2.16

JP MORGAN CHASE BANK 385632

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業

部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF,

LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM

(東京都港区港南２丁目15－１ 品

川インターシティＡ棟)

7,575 2.05

黒住　忠夫 東京都小金井市 6,147 1.66

計 － 187,391 50.74

（注）１．上記のほか、自己株式が66,110百株あります。

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数内訳は、投資信託設定株数28,233百株、年

金信託設定株数4,976百株、その他信託株数6,870百株、その他8百株となっております。

３．株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数内訳は、投資信託設定株数11,257百株、年金信託設定

株数814百株、その他信託株数9,470百株、その他3,130百株となっております。
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４．2020年５月28日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書に関する変更報告書において、マフューズ・

インターナショナル・キャピタル・マネージメント・エルエルシーが2020年５月21日現在で以下の株式を所

有している旨が記載されているものの、当社として2021年３月31日末現在における実質所有株式数の確認が

できませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

（大量保有報告書に関する変更報告書の内容）

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（百株）

発行済株式（自己

株式を除く。）の

総数に対する所有

株式数の割合

（％）

マフューズ・インターナショナル・ファ

ンズ

アメリカ合衆国カリ

フォルニア州サンフラ

ンシスコ、エンバーカ

デロ・センター４、ス

イート550

19,375 5.25

５．2020年６月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書に関する変更報告書において、マフューズ・

インターナショナル・キャピタル・マネージメント・エルエルシーが2020年５月29日現在で以下の株式を所

有している旨が記載されているものの、当社として2021年３月31日末現在における実質所有株式数の確認が

できませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

（大量保有報告書に関する変更報告書の内容）

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（百株）

発行済株式（自己

株式を除く。）の

総数に対する所有

株式数の割合

（％）

マフューズ・インターナショナル・キャ

ピタル・マネージメント・エルエルシー

アメリカ合衆国カリ

フォルニア州サンフラ

ンシスコ、エンバーカ

デロ・センター４、ス

イート550

19,878 5.38

６．2021年３月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、インベスコ・アセット・マネジメ

ント株式会社が2021年３月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

2021年３月31日末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めており

ません。

（大量保有報告書の内容）

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（百株）

発行済株式（自己

株式を除く。）の

総数に対する所有

株式数の割合

（％）

インベスコ・アセット・マネジメント株

式会社

東京都港区六本木６丁

目10番１号
488 0.13

インベスコ　アドバイザーズ　インク

Two Peachtree Pointe

1555 Peachtree

Street,N.E. Suite

1800 Atlanta, Georgia

30309 U.S.A

22,409 6.07
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,611,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,919,100 369,191 －

単元未満株式 普通株式 11,338 － －

発行済株式総数  43,541,438 － －

総株主の議決権  － 369,191 －

 

②【自己株式等】

    2021年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

栄研化学㈱
東京都台東区台東

四丁目19番9号
6,611,000 － 6,611,000 15.18

計 － 6,611,000 － 6,611,000 15.18
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 111 246,905

当期間における取得自己株式 60 133,440

（注）１．「当事業年度における取得自己株式」及び「当期間における取得自己株式」の内訳は、単元未満株式の買取

りであります。

２．「当期間における取得自己株式」には、2021年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式数は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他 48,800 23,180,000 － －

保有自己株式数 6,611,071 － 6,611,131 －

（注）１．当事業年度における「その他」の内訳は、ストックオプションの権利行使（株式数48,800株、処分価額の総

額23,180,000円）であります。

２．当期間における処理自己株式には、2021年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売

渡請求による株式は含まれておりません。

３．当期間における保有自己株式数には、2021年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び売渡請求による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置づけたうえで、財務体質の強化と積極的

な事業展開に必要な内部留保の充実を勘案し安定した配当政策を実施すること、また、中間配当と期末配当の年２回

の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。具体的には、上記方針を踏まえ連結配当性向30％以上の配当

を目標といたします。これらの剰余金の配当の決定機関については、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締

役会の決議によって剰余金の配当等を行う。」旨定款に定めております。

当事業年度の期末配当金につきましては、2021年４月28日付「剰余金の配当（増配）および新型コロナウイルス感

染症対策支援活動への寄付に関するお知らせ」にて公表しましたように、2021年３月期の業績が前回発表予想を大幅

に上回ったことを踏まえ、期末配当予想を１株当たり21円から５円増配の26円に修正しております。すでに2020年12

月１日に１株当たり15円の中間配当金をお支払しておりますので、年間配当金といたしましては１株当たり41円とな

りました。

次期の１株当たり配当金につきましては、普通配当金として、中間配当金20円、期末配当金21円を予定しておりま

す。内部留保につきましては、中長期的な視点にたって、経営基盤の強化を目指して研究開発や設備投資及び経営効

率の向上のための投資等に有効活用してまいります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2020年10月26日
553 15

取締役会決議

2021年4月28日
960 26

取締役会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスの考え方は、経営理念、経営ビジョン、モットーを基本としております。

当社は、経営の健全化、経営の迅速化及び透明性を高め、企業価値の向上を図るためにも、株主の視点を重

視したコーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題の一つと認識し、その取り組みを行っております。

 

② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、指名委員会等設置会社の体制をとることにより、執行役による迅速な経営判断・業務執行の実現を

図るとともに、取締役会及び３委員会（指名委員会・報酬委員会・監査委員会）において、業務執行の効率性

を継続的に監視し、透明性と公平性の高い経営の実現を図っております。

（ア）取締役会

取締役会は、９名の取締役（うち６名は社外取締役）からなり、法令の範囲内で職務権限を執行役に委任

し、中期経営計画、経営方針等の経営の基本方針に関わる重要事項の決定及び業務執行状況の監督に注力して

おります。取締役は、和田守史、納富継宣、渡一の３氏であります。社外取締役は、入澤武久、野村滋、箱崎

幸也、石井潔、中村規代実及び藤吉彰の６氏であります。

（イ）指名委員会

指名委員会は、取締役指名基準及び解任基準を踏まえて、株主総会に提出する取締役の選任及び解任に関す

る議案の内容等を決定しております。

同委員会は、社外取締役を委員長とし、１名の取締役（納富継宣）と２名の社外取締役（石井潔、入澤武

久）により構成されております。

（ウ）報酬委員会

報酬委員会は、取締役及び執行役に対する個人別報酬の決定に関する方針及び個人別報酬等を決定しており

ます。同委員会は、社外取締役を委員長とし、１名の取締役（和田守史）と２名の社外取締役（箱崎幸也、藤

吉彰）により構成されております。

（エ）監査委員会

監査委員会は、監査の基本方針・実施計画に関する事項、株主総会に提出する会計監査人の選任及び解任並

びに会計監査人を再任しないことに関する議案の内容等を決定しております。同委員会は、社外取締役を委員

長とする３名の社外取締役（野村滋、中村規代実、藤吉彰）により構成されております。

（オ）業務執行機関等

２名の代表執行役と執行役８名が担当しております。

 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は、下記のとおりであります。
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③ 企業統治に関するその他の事項

当社の内部統制システム及びリスク管理体制整備の基本方針は以下のとおりであります。

（ア）監査委員会の職務の執行のために必要な事項

a. 当社監査委員会の職務を補助すべき当社使用人に関する事項

当社は、当社監査委員会の職務を補助するために、監査委員会事務局を設置し、その業務を内部監査部

が担当する。

b. 当社監査委員会の職務を補助すべき当社の使用人の当社執行役からの独立性に関する事項

当社は、社内規則（「監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する規則」）に従い、内部監査部に所

属する使用人について、当社執行役からの独立性を確保する。転入・転出については、あらかじめ監査委

員会の承認を得て決定し、また、人事考課及び給与については、その職務をもって使用人が不利な取扱い

を受けないことを確保するものとする。

c. 当社監査委員会の職務を補助すべき当社の使用人に対する当社監査委員会の指示の実効性の確保に関す

る事項

当社は、内部監査部に所属する使用人が、その職務を遂行するうえで不当な制約を受けることがないこ

とを確保するものとする。内部監査部に所属する使用人は、その職務を遂行するうえで社内または社外か

ら不当な制約を受けた時は、当社監査委員会またはあらかじめ監査委員会が指名する監査委員に報告し、

不当な制約を排除するよう求めなければならない。

d. 当社取締役、執行役及び使用人が当社監査委員会に報告をするための体制並びに子会社の取締役等及び

使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社監査委員会に報告をするための体制

当社は、当社監査委員会に報告する事項を社内規則（「監査委員会等への情報報告に関する規則」）に

定め、当社取締役（監査委員である取締役を除く）、執行役及び使用人並びに子会社の取締役等及び使用

人またはこれらの者から報告を受けた者は、当社監査委員会に報告をするものとする。

また、当社監査委員会委員は、当社取締役会など重要な会議に出席し、業務執行状況を把握するととも

に定期的に開催される監査合同会議において、各部門から報告を受ける。なお、コンプライアンスの徹底

を図るため、当社は社内・社外に内部通報窓口を設けている。

e. 当社監査委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保

するための体制

当社監査委員会は、監査委員会に報告がなされたことを理由として、当該報告を行った者が不利な取扱

いを受けないことを確保するものとする。

f. 当社監査委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続きその他の当該職務の執行につ

いて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、当社監査委員会が監査の実施のために弁護士、公認会計士、その他社外の専門家に対して助

言、調査、鑑定その他の事務を委託するとき、または着手金等の前払及び事後的に発生した費用等の償還

その他の費用に関する請求があった時は、当該請求に係る費用または債務が当該監査委員会の職務の執行

に必要でないと認められる場合を除き、当該費用の支払または債務処理を行わなければならない。

g. その他当社監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社監査委員会委員は、業務の執行状況を把握するために当社取締役会など重要な会議に出席し、必要

に応じ意見を述べ、監査業務を円滑に推進する。また、監査合同会議により監査の実効性確保を確認する

とともに必要に応じて会計監査人との連携を確保する。

（イ）執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保する

ために必要な体制

a. 当社執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、情報の保存及び管理に関する社内規程に従い、執行役の業務執行に係る情報、議事録及び関連

資料、その他重要な情報・文書等の保存を行い、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

b. 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社及び子会社（以下、「当社グループ」という）の事業推進に伴う損失の危険（以下、「リスク」と

いう）は、当社グループのリスク管理を体系的に定める「栄研グループ・リスク管理規程」を制定し、リ

スク管理・コンプライアンス委員会で継続的に把握・管理する。

また、全社的なリスクの総括を職務とするリスク管理担当執行役は、同規程に基づき有事の際に迅速か

つ適切な情報伝達と緊急対策体制を整備する。

c. 当社執行役及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社グループの経営の基本方針に係る重要事項については、当社取締役会の審議を経て執行決定を行

う。業務執行については、「執行役規則」及び「職務権限規程」に基づき、適正な指示命令系統のもと迅

速かつ円滑な業務の執行を行う。

取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとして、業務執行の効率性を継

続的に監視する。
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また、子会社においても職務権限を定め、効率的に業務の執行を行う。

なお、当社監査委員会は、当社及び子会社から成る栄研グループにおける業務の適正確保のために、

各々の内部統制システムを監視するとともに適切な対応を行う。

d. 当社子会社の取締役、執行役、業務を執行する社員等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する

体制

当社の子会社を担当する執行役は、子会社の自主性及び自立性を尊重したうえで、重要性等に応じ、当

社代表執行役に報告する。

e. 当社執行役及び使用人並びに子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制

当社執行役及び使用人並びに子会社の取締役等及び使用人が法令及び定款を遵守し、社会規範に基づい

た行動を取るための行動規範として「栄研グループ・グローバル行動規準」及び「栄研グループ・コンプ

ライアンス規程」を制定し、「職務権限規程」と併せて、その実効性をより高めるため、社内研修を継続

的に行う。

また、当社及び子会社にリスク管理・コンプライアンス委員会を設置するとともに、その下部機構であ

り事業所及び子会社単位の実行組織であるリスク管理・コンプライアンス推進委員会を設置しておりま

す。これらの委員会を通じて、企業倫理・法令遵守を推進するとともに内部監査部監査、リスク管理・コ

ンプライアンス委員会、監査合同会議などにより、適法性及び効率性を継続的に監視する。

（ウ）当社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

当社執行役が子会社役員を兼任することにより子会社の運営・管理を行うとともに、定期的に取締役会及

び経営会議に業績及び運営・管理の状況を報告することにより、子会社の業務の適正を確保しております。

 

④ 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とし、取締役のうち２名以上は社外取締役（会社法第２条第15号に規定する社外取

締役をいう。）とする旨定款に定めております。

 

⑤ 責任限定契約の内容の概要

当社と取締役６名(業務執行取締役等であるものを除く。)は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償金を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、取

締役(業務執行取締役等であるものを除く。)は10百万円または法令が定める額のいずれか高い額としておりま

す。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役(業務執行取締役等であるものを除く。)が責任の原因

となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

⑥ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、取締役、執行役及び子会社の役員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する会社役員

等賠償責任保険契約を締結しております。保険料は特約部分も含め会社が全額負担しております。

当該保険契約では、被保険者である取締役・執行役等の業務の遂行に起因して損害賠償請求がなされたこと

によって被る損害等について補填することとされています。但し、法令違反の行為であることを認識して行っ

た行為に起因して生じた損害は補填されないなど、一定の免責事由があります。

 

⑦ 取締役の選任決議要件

当社は、取締役を株主総会の決議によって選任し、その選任決議は議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。な

お、取締役の選任決議は累積投票によらないものとしております。

 

⑧ 剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等

を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。
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⑨ 自己の株式の取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって、市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨定款に定めております。これは、機動的に自己株式の取得を行うことを目的とするもので

あります。

 

⑩ 取締役及び執行役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、取締役（取締役であったものを含

む。）及び執行役（執行役であったものを含む。）の会社法第423条第１項の賠償責任について、法令に定める

要件に該当する場合には賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として免除する

ことができる旨定款に定めております。これは、取締役及び執行役が職務を遂行するにあたり、その能力を十

分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

 

⑪ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこ

とを目的とするものであります。

 

⑫ 取締役会決議事項を株主総会では決議できないことを定款で定めた場合の事項及びその理由

当社は、会社法第459条第１項各号に掲げる事項を株主総会の決議によって定めない旨定款に定めておりま

す。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目

的とするものであります。
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（２）【役員の状況】

男性15名　女性1名　（役員のうち女性の比率6.3％）

① 役員一覧

a. 取締役の状況

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（百株）

取締役 和田　守史 1954年10月８日生

 
1978年３月 当社入社

2005年４月 生産統括部生産企画管理室長兼調達

部長

2006年６月 当社執行役就任

2007年４月 生産統括部野木工場長

2007年５月 生産統括部東金工場長

2011年４月 当社常務執行役就任

2011年６月 当社取締役就任(現任)

2012年４月 営業統括部長

2014年６月 当社代表執行役社長就任

2021年６月 当社代表執行役会長就任(現任)
 

(注３) 4

取締役 納富　継宣 1958年５月７日生

 
1981年４月 当社入社

2001年５月 DUGユニット技術開発部長

2005年10月 研究開発統括部生物化学研究所副所

長

2009年４月 研究開発統括部生物化学研究所長

2009年４月 当社執行役就任

2011年４月 研究開発統括部生物化学第二研究所

長

2018年４月 研究開発統括部長

2018年６月 当社取締役就任(現任)

2018年６月

2020年４月

2020年６月

当社常務執行役就任

研究開発統括部長兼生産統括部長

当社専務執行役就任

2021年６月 当社代表執行役社長就任(現任)
 

(注３) －

取締役 渡　一 1960年10月17日生

 
1985年３月 当社入社

2013年４月 経営戦略室経営企画部長

2014年６月 営業統括部海外営業室長

2015年４月 当社執行役就任

2016年４月 海外事業室長

2020年４月 経営管理統括部長兼海外事業室長

(現任)

2020年６月

2020年６月

当社常務執行役就任

当社取締役就任(現任)

2021年６月 当社専務執行役就任(現任)
 

(注３) 64

取締役 入澤　武久 1965年６月１日生

 
2002年10月 弁護士登録

 入澤法律事務所パートナー就任

2008年６月

 
2008年６月

2021年４月

明星電気株式会社社外監査役就任

(現任)

当社取締役就任(現任)

社会保険労務士登録
 

(注３) 50
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（百株）

取締役 野村　滋 1952年９月11日生

 
1975年11月 アーンストアンドウィニー(現アー

ンストアンドヤング)東京事務所入

所

1979年２月 公認会計士登録

1988年４月 アーンストアンドヤング税理士事務

所(現EY税理士法人)パートナー

1999年12月 同法人総括代表社員

2011年７月 野村滋公認会計士事務所開設(現任)

2012年４月 株式会社Ｋ-ＧＯＬＤインターナ

ショナル社外監査役

2012年７月 特定非営利活動法人ビュー・コミュ

ニケーションズ監事

2014年９月 積水ハウス・リート投資法人監督役

員(現任)

2015年６月 当社取締役就任(現任)
 

(注３) －

取締役 箱崎　幸也 1954年10月17日生

 
1983年６月 自衛隊富士病院

1987年８月 自衛隊中央病院消化器内科医長

1997年10月 同病院研究検査部検査課長・内視鏡

室長

2000年８月 自衛隊阪神病院第一内科部長兼健康

管理センター長

2004年８月 陸上自衛隊西部方面隊総監部医務官

2006年12月 自衛隊中央病院第一内科部長(診療

幹事)

2014年10月 退官

2014年11月 医療法人社団元気会横浜病院病院長

2015年６月 当社取締役就任(現任)

2017年４月 首都大学東京(現東京都立大学)客員

教授(現任)

2021年４月 医療法人社団令樹medock総合健診ク

リニック顧問(現任)
 

(注３) －

取締役 石井　潔 1952年10月24日生

 
1977年４月 石川島播磨重工業株式会社

(現株式会社IHI）入社

2005年４月 同理事　航空宇宙事業本部防衛シス

テム事業部長

2007年４月 同執行役員　航空宇宙事業本部副本

部長兼防衛システム事業部長

2008年４月 株式会社アイ・エイチ・アイ・エア

ロスペース(現株式会社IHIエアロス

ペース）常務取締役

2008年６月 同代表取締役社長

2012年６月 株式会社IHIエアロスペース代表取

締役会長(非常勤)

2012年６月 明星電気株式会社代表取締役社長兼

最高経営執行責任者

2013年６月 株式会社IHIエアロスペース取締役

(非常勤)

2016年６月 明星電気株式会社顧問

2018年７月 株式会社IHI顧問

2019年６月

2020年２月

当社取締役就任(現任)

株式会社協和精機社外取締役(現任)
 

(注３) －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（百株）

取締役 中村　規代実 1968年10月31日生

 
1998年４月 弁護士登録

1998年４月 小野孝男法律事務所(現弁護士法人

小野総合法律事務所)入所

2008年１月 石本哲敏法律事務所パートナー(現

任)

2019年６月 当社取締役就任(現任)

2020年６月 日本甜菜製糖株式会社社外取締役

(現任)

2021年６月 公益社団法人日本フェンシング協会

監事(現任)
 

(注３) －

取締役 藤吉　彰 1954年３月19日生

 
1976年４月 エーザイ株式会社入社研究開発本部

に配属

1988年８月 同社米国子会社Eisai America,Inc.

出向

1997年４月 同社米国子会社Eisai Research

Institute of Boston Inc.出向

2000年４月 同社研開企画部計画グループ部長

2003年７月 同社広報部IRグループ部長

2006年６月 同社執行役コーポレートコミュニ

ケーション・IR担当

2009年６月 同社取締役監査委員

2014年６月 同社顧問

2017年３月 株式会社船場社外取締役監査等委員

(現任)

2019年10月 Heartseed株式会社社外監査役(現

任)

2020年６月 当社取締役就任(現任)
 

(注３) －

 計 118

（注）１．入澤武久、野村滋、箱崎幸也、石井潔、中村規代実及び藤吉彰の６氏は、社外取締役であります。

２．当社の委員会体制は下記のとおりであります。

指名委員会 委員　石井潔、入澤武久、納富継宣

報酬委員会 委員　箱崎幸也、藤吉彰、和田守史

監査委員会 委員　野村滋、中村規代実、藤吉彰

３．2021年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から１年間
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b. 執行役の状況

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（百株）

代表執行役会長 和田　守史 1954年10月８日生 a．取締役の状況参照 （注） 4

代表執行役社長 納富　継宣 1958年５月７日生 a．取締役の状況参照 （注） －

専務執行役

経営管理統括部長

兼海外事業室長

渡 一 1960年10月17日生 a．取締役の状況参照 （注） 64

常務執行役

営業統括部長
原田 直道 1960年12月17日生

 
1986年４月 当社入社

2007年７月 営業統括部京都営業所長

2010年４月 営業統括部名古屋営業所長

2013年４月 営業統括部営業管理室長

2013年10月 営業統括部営業管理室計画部長

2017年１月 当社執行役就任

2017年１月 営業統括部長(現任)

2019年４月 国内営業室長

2021年６月 当社常務執行役就任(現任)
 

（注） －

執行役

中国事業室長
野口　典久 1961年２月22日生

 
1984年３月 当社入社

2004年４月 営業統括部東日本営業部東京第三

営業所長

2009年４月 営業統括部大阪営業所長

2012年４月 当社執行役就任(現任)

2012年４月 営業統括部マーケティング推進室

長兼機器システム部長

2014年６月

2014年６月

中国事業室長(現任)

栄研生物科技(中国)有限公司董事

長就任(現任)
 

（注） 134

執行役

信頼性保証統括部長
定本　伸也 1961年10月12日生

 
1984年３月 当社入社

2009年４月 研究開発統括部生物化学研究所第

三部長

2011年４月 研究開発統括部生物化学第一研究

所第三部長

2012年４月 当社執行役就任(現任)

2012年４月 研究開発統括部生物化学第一研究

所長

2014年６月 研究開発統括部開発部長

2015年４月 信頼性保証統括部長(現任)
 

（注） －

執行役

研究開発統括部長

兼基礎研究所長

神田　秀俊 1960年５月１日生

 
1985年３月 当社入社

2009年４月 研究開発統括部生物化学研究所第

二部長

2011年４月 研究開発統括部生物化学第二研究

所第一部長

2016年４月 研究開発統括部企画開発部長

2018年４月 研究開発統括部基礎研究所長

2020年４月 研究開発統括部生物化学第一研究

所長兼基礎研究所長

2020年４月 当社執行役就任(現任)

2021年６月 研究開発統括部長兼基礎研究所長

（現任）
 

（注） 20
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（百株）

執行役

生産統括部長

兼経営管理統括部IT企画推進室長

兼IT企画部長

土居　通寿 1961年11月11日生

 
1988年４月 当社入社

2013年４月 生産統括部生産企画管理室管理二

部長

2016年４月 経営管理統括部IT企画推進室IT企

画部長

2018年４月 経営管理統括部IT企画推進室長兼

IT企画部長

2021年４月 当社執行役就任(現任)

2021年４月 生産統括部長兼経営管理統括部IT

企画推進室長兼IT企画部長(現任)
 

(注) 16

執行役

マーケティング推進室長
髙橋　哲也 1963年5月22日生

 
1986年４月 当社入社

2010年４月 営業統括部高松営業所長

2013年４月 営業統括部国内営業室名古屋営業

所長

2015年４月 営業統括部営業管理室営業推進部

長

2017年４月 営業統括部営業管理室長

2021年４月 当社執行役就任(現任)

2021年４月 マーケティング推進室長(現任)
 

(注) －

執行役

研究開発統括部

生物化学第二研究所長

森　安義 1967年7月19日生

 
1995年５月 当社入社

2015年４月 研究開発統括部生物化学第二研究

所第一部長

2018年４月 研究開発統括部生物化学第二研究

所長兼第一部長

2020年４月 研究開発統括部生物化学第二研究

所長兼第二部長

2021年４月 当社執行役就任(現任)

2021年４月 研究開発統括部生物化学第二研究

所長(現任)
 

(注) －

 計 238

（注）2021年６月22日の定時株主総会終結後最初に開催された取締役会の終結の時から１年間
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② 社外役員の状況

当社の取締役９名のうち、社外取締役は以下の６名であります。

氏　　　名 相手先及び役職名
当社との人的関係、資本的関係又は

取引関係その他の利害関係

入澤 武久

弁護士 入澤法律事務所

社会保険労務士 入澤社会保険労務士事務所

明星電気㈱ 社外監査役

当社は入澤武久氏の所属する入澤法律事務所に

所属する他の弁護士と法律に関する顧問契約を

結んでおりますが、その額は480万円と軽微であ

り、当社指名委員会が定める「社外取締役の独

立性に関する基準」を満たしております。

野村 滋
公認会計士 野村滋公認会計士事務所

積水ハウス・リート投資法人 監督役員

ありません。なお、当社指名委員会が定める

「社外取締役の独立性に関する基準」を満たし

ております。

箱崎 幸也

医師 医療法人社団令樹

　　　　medock総合健診クリニック顧問

東京都立大学 客員教授

ありません。なお、当社指名委員会が定める

「社外取締役の独立性に関する基準」を満たし

ております。

石井 潔 株式会社協和精機 社外取締役

ありません。なお、当社指名委員会が定める

「社外取締役の独立性に関する基準」を満たし

ております。

中村 規代実
弁護士 石本哲敏法律事務所パートナー
日本甜菜製糖株式会社 社外取締役
公益社団法人日本フェンシング協会 監事

ありません。なお、当社指名委員会が定める

「社外取締役の独立性に関する基準」を満たし

ております。

藤吉 彰
株式会社船場 社外取締役監査等委員
Heartseed株式会社 社外監査役

ありません。なお、当社指名委員会が定める

「社外取締役の独立性に関する基準」を満たし

ております。

 

社外取締役入澤武久氏は、弁護士かつ社会保険労務士であります。東京都紛争調整委員会委員として10年間労働

行政に関わるとともに、弁護士として企業法務を専門としており、高度かつ専門的な実務知識に基づき数多くの案

件を取り扱ってきたというキャリアのみならず、他社の社外監査役として長期間にわたる豊富な経験を有しており

ます。同氏は社外取締役及び社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与したことはないものの、当社の

取締役会において、独立かつ客観的な立場で、主に企業法務に係る積極的な助言・勧告等により、取締役会の実効

性の向上及び当社のガバナンスの維持・強化に貢献しております。また、指名委員会の委員として、透明性・公平

性・合理性のある役員人事の決定、サクセッションプランを中心とした指名委員会の運営方針等の審議に適宜必要

な助言を行うことで、経営人事機能の強化に大きく貢献しております。このような豊富な知見と実績を踏まえ、当

社の経営の監視・監督を期待し、社外取締役として適任であると考えております。

 

社外取締役野村滋氏は、公認会計士であります。その培われた財務・会計に関する専門的な知識・経験に基づ

き、当社の取締役会において独立かつ客観的な立場で経営に関して積極的な助言・勧告を行っております。また、

監査委員会委員長として指名委員会等設置会社における取締役及び執行役の職務執行の監査を行うとともに、取締

役会に付議された案件や監査委員会として注視が必要と判断した案件等につき、適法性及び妥当性の観点から監査

委員会としての協議を行うことで監査機能の維持・強化に大きく貢献しております。このような豊富な知見と実績

を踏まえ、当社の経営の監視・監督を期待し、社外取締役として適任であると考えております。

 

社外取締役箱崎幸也氏は、医師であります。同氏は社外取締役となること以外の方法で会社の経営に関与したこ

とはないものの、その経歴を通じて培われた医師としての専門的な知識・経験及び医薬業界に関する高い見識に基

づき、当社の取締役会において独立かつ客観的な立場で経営に関して積極的な助言・勧告を行っております。ま

た、報酬委員会委員長として具体的な報酬額や役員報酬制度の改定等の審議において、適宜必要な助言を行うこと

で経営人事機能の強化に大きく貢献しおります。このような豊富な知見と実績を踏まえ、当社の経営の監視・監督

を期待し、社外取締役として適任であると考えております。
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社外取締役石井潔氏は、航空宇宙事業において長年にわたり企業の経営者として携り、豊富な経験と幅広い見識

を有しております。その経歴を通じて培われた経営に関する高い見識に基づき、当社の取締役会において独立かつ

客観的な立場で経営に関して積極的な助言・勧告を行っております。また、指名委員会委員長として透明性・公平

性・合理性のある役員人事の決定、サクセションプランを中心とした指名委員会の運営方針等の審議に適宜必要な

助言を行うことで、経営人事機能の強化に大きく貢献しております。このような豊富な知見と実績を踏まえ、当社

の経営の監視・監督を期待し、社外取締役として適任であると考えております。

 

社外取締役中村規代実氏は、弁護士であります。同氏は社外取締役となる以外の方法で会社の経営に関与したこ

とはないものの、これまで培ってきた法曹界における豊富な経験と幅広い見識に基づき、当社の取締役会において

独立かつ客観的な立場で経営に関して助言をいただくとともに、当社のコーポレートガバナンスの強化に貢献して

おります。また、監査委員会の委員として、指名委員会等設置会社における取締役及び執行役の職務執行の監査を

行うとともに、取締役会に付議された案件や監査委員会として注視が必要と判断した案件につき、適法性及び妥当

性の観点から監査委員会としての協議を行うことで監査機能の維持・強化に大きく貢献しております。このような

豊富な知見と実績を踏まえ、当社の経営の監視・監督を期待し、社外取締役として適任であると考えております。

なお、同氏は女性弁護士としてジェンダー問題に関する造詣も深く、2017年度より2021年３月まで東京弁護士会

性の平等委員会副委員長を務め、2021年４月以降現在同委員会委員として活動しております。

 

社外取締役藤吉彰氏は、大手製薬企業において長年にわたり研究開発、海外事業、IR等に携り、豊富な経験と幅

広い知見を有しております。その経歴を通じて培われた経営、医薬品業界に関する高い見識に基づき、当社の取締

役会において独立かつ客観的な立場で経営に関して積極的な助言・勧告を行っております。また、監査委員会の委

員として指名委員会等設置会社における取締役及び執行役の職務執行の監査を行うとともに、取締役会に付議され

た案件や監査委員会として注視が必要と判断した案件等につき、適法性及び妥当性の観点から監査委員会としての

協議を行うことで監査機能の維持・強化に大きく貢献しております。報酬委員会の委員としては、具体的な報酬額

や役員報酬制度の改定等の審議において、適宜必要な助言を行うことで経営人事機能の強化に大きく貢献しており

ます。このような豊富な知見と実績を踏まえ、当社の経営の監視・監督を期待し、社外取締役として適任であると

考えております。

 

社外取締役６名は、業務執行を行う経営陣と直接の利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそれもない

ため、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定しております。また、社外取締役は、指名・監査・報酬

の各委員会の委員を兼任しており、取締役会及び各委員会において当社から独立した立場で、当社の経営と執行の

監督及び当社のコーポレート・ガバナンスに対して適宜、有益な助言・提言を行っております。

なお、監査委員を兼任する社外取締役は、「③ 社外取締役又は監査委員会による監督又は監査と内部監査、監

査委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係」に記載のとおり、内部監査部門及び会計監

査人と連携を図っております。また、リスク管理・コンプライアンス委員会より定期的に報告を受け、当社のリス

ク及びその対応に関して継続的に把握しております。

当社は、社外取締役を選任するための独立性に関する基準を下記のとおり定めております。
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「社外取締役の独立性に関する基準」

 

当社の社外取締役が独立性を有していると認められる場合には、以下の何れにも該当してはならない。

 

1. 法令に定める要件に該当しない者

2. 当社を主要な取引先とする者（その者の直近事業年度の年間連結売上高の2％以上または年間1億円の何れか高い方

の支払を当社から受けた者）

3. 当社の主要取引先である者（当社の直近事業年度の年間連結売上高の2％以上の支払または当社の当該年度の連結総

資産の2％以上の融資を当社に行っている者）

4. 当社から役員報酬以外に、一定額（注1）以上の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、公認会計士等の会計

専門家、弁護士等の法律専門家、及びその他の専門家

5. 当社から一定額（注1）を超える寄付または助成を受けている者

6. 当社大株主（総議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有している者）

7. 当社の監査法人に属する者

8. 当社の業務執行者（注2）が他の会社にて社外役員に就いている、または就いていた場合における当該他の会社の業

務執行者（注2）

9. 上記2～6に該当する者が法人・組合等の団体である場合には、当該団体に所属する業務執行者（注2）

10.過去３年間において上記2～9の何れかに該当していた者

11.上記2～10に該当する者が重要な者（注3）である場合において、その者の配偶者または二親等以内の親族

 

(脚注)

注1：一定額とは、年間10百万円とする。

注2：業務執行者とは、取締役(社外取締役を除く)、執行役、執行役員、業務を執行する社員、理事(外部理事を除

く)、その他これらに類する役職者及び使用人等の業務を執行する者をいう。

注3：重要な者とは取締役、執行役、執行役員、その他重要な使用人をいう。

以　上

 

③ 社外取締役又は監査委員会による監督又は監査と内部監査、監査委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内

部統制部門との関係

当社の内部監査につきましては、監査委員会と内部監査部門の連携の下に、定期的に監査合同会議を開催し、

各部門から報告を受けております。

監査委員会は、会計監査人より監査及び四半期レビューの年間計画及び各四半期・事業年度の監査結果報告を

受けるなど、会計監査人との連携を図っております。
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（３）【監査の状況】

①　監査委員会監査の状況

監査委員会につきましては、社外取締役３名で構成されており、当社並びに子会社からなる栄研グループにお

ける業務の適正確保のために、各々の内部統制システムを監視するとともに適切な対応を行っております。監査

委員は、業務の執行状況を把握するために当社取締役会など重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べると

ともに、監査合同会議（当事業年度４回開催）により各部門から報告を受けて監査の実効性が確保されているこ

とを確認しており、監査業務を行っております。なお、監査委員野村滋氏は、公認会計士の資格を有し、財務及

び会計に関する相当程度の知見を有しております。また、監査委員会の職務を補助するために、監査委員会事務

局を設置し、その業務を内部監査部２名が担当しております。当事業年度において、監査委員会を６回開催して

おり、個々の監査委員の出席状況については次のとおりであります。

氏　　名
出席回数/開催回数

（注）１

出席率

（注）１

野　村　　滋 ６回／６回 100％

中　村　規代実 ６回／６回 100％

藤　吉　　彰（注）２ ４回／４回 100％

（注）１．当事業年度における在任期間中の開催日数に基づいております。

２．2020年６月23日に就任しております。

 

監査委員会における主な検討事項としては、監査方針及び監査計画の策定、取締役及び執行役の職務執行状

況、内部統制システムの整備・運用状況並びに会計監査人の監査の方法及び結果の相当性等であります。

 

②　内部監査の状況

ａ．内部監査につきましては、代表執行役社長直轄の組織として内部監査部３名で構成されております。監査担

当者は、年間の計画に基づき財務報告に関する内部統制状況の内部監査を含めて当社の各種基準等への準拠

性に関する内部監査を実施し、経営の効率化や業務改善の指摘を行い、改善要求に対する被監査部門の取組

状況の確認を行っております。

また、ISO規格による環境及び品質の内部監査につきましては、当社が資格付与した内部監査員が定期的に

監査を実施しております。

ｂ．内部監査部の内部監査結果及びISO規格による環境及び品質の内部監査結果につきましては、監査合同会議

を開催し、各部門から監査委員会に報告を行うとともに、会計監査人にも定期的に情報共有を行っておりま

す。また、監査委員会は、会計監査人より監査及び四半期レビューの年間計画及び各四半期・事業年度の監

査結果報告を受け説明を求め、監査上の主要な検討事項について協議を行うとともに、必要に応じて会計監

査人の監査に立会うなど、連携を図っております。

 

③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

EY新日本有限責任監査法人

ｂ．継続監査期間

34年

（注）当社は、1988年からEY新日本有限責任監査法人（当時は太田昭和監査法人）と監査契約を締結しておりま

す。

ｃ．業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　海野 隆善

指定有限責任社員　業務執行社員　伊東 朋

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士７名、その他９名であります。
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ｅ．監査法人の選定方針と理由

当社は、監査法人より報告のあった「会計監査人の職務の遂行に関する監査委員への報告」と「品質管理

体制」の各項目について確認を行い、当社の会計監査業務に関し適切な品質管理の下で遂行できるものと判

断し、監査法人を継続（再任）することを決定いたしました。

監査委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、会計監査人の解任または不再任の必要があ

ると判断した場合は、解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。また、会計監査

人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査委員全員の同意に基づき

監査委員会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査委員会が選定した監査委員は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

 

f ．監査委員会による監査法人の評価

監査委員会では、一つ目に監査法人に対し定期的なレビューを行ったこと、二つ目に金融庁や公認会計士

協会の外部評価がどうなっているかを確認したこと、三つ目に会計監査人の評価及び選定基準について「会

計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」（2017年10月13日、日本監査役協会）に準

拠した、「監査法人に関する監査調書」及び「監査法人の監査の相当性判断に関するチェックリスト」を策

定しており、そのチェックリストの評価方法に従って確認を行ったこと、以上の三つの確認・チェックを

行ったことにより監査法人が当社の会計監査人として適正であると判断をいたしました。

 

④　監査報酬等の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 42 3 38 －

連結子会社 － － － －

計 42 3 38 －

前連結会計年度の当社における非監査業務の内容は、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）で

ある収益認識会計基準に関する助言業務を委託し、対価を支払っております。

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワーク（Ernst & Young）に属する組織に対する報酬（ａ.を除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 － － － －

連結子会社 － 3 － 2

計 － 3 － 2

連結子会社における非監査業務の内容は、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である税務に

関する助言業務を委託し、対価を支払っております。

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

ｄ．監査報酬の決定方針

定めておりません。

ｅ．監査委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査委員会が会社法第399条第１項の同意を

した理由は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監

査チーム体制、監査計画、監査の実施状況、監査報酬の見積等を確認し、過去の報酬実績等と比較検討した結

果、会計監査人の報酬等につき妥当と判断したことによります。
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（４）【役員の報酬等】

① 報酬委員会による取締役及び執行役の報酬等の決定方針及び当該方針の内容

当社は、指名委員会等設置会社であり、社外取締役が過半数を占める報酬委員会の決議により、取締役及び執

行役の個人別報酬を決定しております。

当事業年度の当社役員の報酬等の額は、2020年６月16日開催の報酬委員会で、審議の上、決議しております。

a）基本方針

取締役及び執行役の報酬決定の基準は、当社グループの業績向上の意欲を高め、株主価値の増大に資する目的

で、各人の役位・担当執行業務に応じた職責、当社業績、経営環境、世間水準等を考慮のうえ決定いたします。

b）具体的方針

取締役及び執行役の報酬は「固定報酬」、「業績連動報酬」、「株式報酬型ストックオプション」で構成さ

れ、具体的には以下のとおりであります。なお、業務執行から独立した立場である社外取締役の報酬は、業績と

の連動を行わず、固定報酬のみとしております。

イ）固定報酬

固定報酬は取締役・執行役の別、役位及び職務の内容に応じて一定の額を毎月支払います。

ロ）業績連動報酬

業績連動報酬は常勤の取締役・執行役に対して支給し、毎期の持続的な業績改善へのインセンティブとして、

当事業年度の連結売上高・連結営業利益の目標達成度及び前年度からの改善度、並びに当社が重視する経営指標

であるROEを評価指標として、総額を決定いたします。さらに、執行役に対しては、持続的成長を実現するため

の事業基盤の再構築への取り組みなど、財務的な業績数値では測ることができない戦略目標の達成度を評価基準

に加えるため、個人別に設定した担当職務の目標達成度を評価し、支給します。2020年３月期及び2021年３月期

の評価指標の目標及び実績は以下のとおりであります。

評価指標
2020年３月期 2021年３月期

目標(注) 実績 目標（注） 実績

連結売上高（百万円） 35,900 36,585 34,100 38,667

連結営業利益（百万円） 3,600 4,622 4,100 6,612

ROE（％） － 9.9 － 12.9

（注）2020年１月28日付で中期経営計画数値目標を見直しておりますが、2020年３月期の業績評価は当初数値目標を

基準とすることから、見直し前の数値目標を記載しております。また、2021年３月期の業績評価は2020年10月

26日付で公表した数値目標を記載しております。

ハ）株式報酬型ストックオプション

常勤の取締役・執行役に対して、その報酬と当社の業績及び株式価値との連動性を明確にし、株主の皆様とリ

スク・リターンを共有化し企業価値をより一層高めることを目的として、役位及び職務の内容に応じて新株予約

権を割当てます。新株予約権の発行総数は上限を設けて実施いたします。

 

② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

対象となる役員

の員数（人）固定報酬 業績連動報酬

株式報酬型

ストック

オプション

左記のうち、

非金銭報酬等

取締役

（社外取締役を除く）
10 10 － － － 4

執行役 215 104 67 42 42 12

社外取締役 62 62 － － － 7

（注）１．執行役を兼務する取締役４名の報酬等の額は、取締役としての報酬等と執行役としての報酬等を区分した上

で、それぞれの報酬等の額に含めて表示しております。

２．執行役の支給額には、使用人兼務執行役の使用人分給与は含まれておりません。

３．執行役に対する非金銭報酬等の総額の内訳は、株式報酬型ストックオプションの費用計上額42百万円でありま

す。
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（５）【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、

営業活動の円滑な推進、取引関係維持、業務及び資本提携のため、合理性があると認める場合に限り、取引

先の株式を純投資目的以外の目的である投資株式の区分で保有します。

 

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容

当社は、事業の発展に資すると判断する限り保有を継続することを基本方針としております。保有意義の

検証については、毎年取締役会において当社の資本コストを踏まえて、それに対するリターン（配当や取引

状況等の定量要素に加え、経営戦略上の重要性や事業上の関係等を総合的に判断）やリスクが見合っている

かどうかについて議論をしております。保有する意義が乏しいと判断される銘柄については、株価動向等を

勘案した上で売却を進めることとしております。上場株式について、2020年度においては、2020年４月28日

の取締役会において検討を実施した結果、５銘柄の保有を継続するという方針を決定しております。

 

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 5 24

非上場株式以外の株式 5 68

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －

 

EDINET提出書類

栄研化学株式会社(E00961)

有価証券報告書

 57/126



ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

㈱ファルコホール

ディングス

26,000 26,000

・同社株式は、当社の事業活動の円滑化

のため保有しております。

・当社は保有株式について資本コストを

踏まえ、配当・取引額等に加え、経営戦

略上の重要性や事業上の関係等を総合的

に判断し保有しております。定量的な保

有効果については、取引先との関係性を

考慮し記載しませんが、上記方針に基づ

いて総合的に保有効果を判断しておりま

す。

無

43 41

H.U.グループホール

ディングス㈱

3,643 3,643

・同社株式は、当社の事業活動の円滑化

のため保有しております。

・当社は保有株式について資本コストを

踏まえ、配当・取引額等に加え、経営戦

略上の重要性や事業上の関係等を総合的

に判断し保有しております。定量的な保

有効果については、取引先との関係性を

考慮し記載しませんが、上記方針に基づ

いて総合的に保有効果を判断しておりま

す。

無

12 8

㈱スズケン

2,395 2,395

・同社株式は、当社の事業活動の円滑化

のため保有しております。

・当社は保有株式について資本コストを

踏まえ、配当・取引額等に加え、経営戦

略上の重要性や事業上の関係等を総合的

に判断し保有しております。定量的な保

有効果については、取引先との関係性を

考慮し記載しませんが、上記方針に基づ

いて総合的に保有効果を判断しておりま

す。

無

10 8

東邦ホールディング

ス㈱

752 752

・同社株式は、当社の事業活動の円滑化

のため保有しております。

・当社は保有株式について資本コストを

踏まえ、配当・取引額等に加え、経営戦

略上の重要性や事業上の関係等を総合的

に判断し保有しております。定量的な保

有効果については、取引先との関係性を

考慮し記載しませんが、上記方針に基づ

いて総合的に保有効果を判断しておりま

す。

無

1 1

 

EDINET提出書類

栄研化学株式会社(E00961)

有価証券報告書

 58/126



 

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

㈱ほくやく・竹山

ホールディングス

1,050 1,050

・同社株式は、当社の事業活動の円滑化

のため保有しております。

・当社は保有株式について資本コストを

踏まえ、配当・取引額等に加え、経営戦

略上の重要性や事業上の関係等を総合的

に判断し保有しております。定量的な保

有効果については、取引先との関係性を

考慮し記載しませんが、上記方針に基づ

いて総合的に保有効果を判断しておりま

す。

無

0 0

 

みなし保有株式

該当事項はありません。

 

③ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

 

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会

計年度の連結財務諸表及び第83期事業年度（2020年４月１日から2021年３月31日まで）の財務諸表について、EY新

日本有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等

の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し情報を取得するととも

に、監査法人及び各種団体が主催する講習会に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当連結会計年度
(2021年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,098 9,150

受取手形及び売掛金 11,017 12,298

リース債権 13 14

リース投資資産 275 290

有価証券 － 80

商品及び製品 4,342 4,492

仕掛品 1,460 1,654

原材料及び貯蔵品 1,371 1,619

その他 329 388

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 28,903 29,983

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 19,223 19,812

減価償却累計額 △11,151 △11,725

建物及び構築物（純額） 8,071 8,086

機械装置及び運搬具 6,159 6,432

減価償却累計額 △4,936 △5,156

機械装置及び運搬具（純額） 1,222 1,276

工具、器具及び備品 3,852 4,454

減価償却累計額 △3,269 △3,474

工具、器具及び備品（純額） 582 979

土地 1,931 1,931

リース資産 425 353

減価償却累計額 △236 △204

リース資産（純額） 188 148

建設仮勘定 43 345

有形固定資産合計 12,041 12,768

無形固定資産 1,019 1,450

投資その他の資産   

投資有価証券 3,487 3,410

長期預金 1,900 4,900

退職給付に係る資産 1,020 1,456

繰延税金資産 661 495

その他 1,305 1,232

貸倒引当金 △16 △14

投資その他の資産合計 8,357 11,481

固定資産合計 21,418 25,701

資産合計 50,322 55,685
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当連結会計年度
(2021年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,586 4,044

電子記録債務 2,738 2,636

リース債務 376 377

未払法人税等 702 1,373

賞与引当金 745 763

返品調整引当金 5 8

その他 2,586 3,569

流動負債合計 11,740 12,772

固定負債   

リース債務 829 782

資産除去債務 33 33

その他 416 423

固定負債合計 1,278 1,239

負債合計 13,018 14,012

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,897 6,897

資本剰余金 7,935 7,973

利益剰余金 25,302 29,166

自己株式 △3,165 △3,142

株主資本合計 36,969 40,895

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 23 29

為替換算調整勘定 16 112

退職給付に係る調整累計額 △22 338

その他の包括利益累計額合計 17 479

新株予約権 316 296

純資産合計 37,303 41,672

負債純資産合計 50,322 55,685
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

売上高 36,585 38,667

売上原価 ※１ 20,355 ※１ 20,137

売上総利益 16,229 18,529

返品調整引当金戻入額 7 5

返品調整引当金繰入額 5 8

差引売上総利益 16,230 18,526

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 11,608 ※２,※３ 11,914

営業利益 4,622 6,612

営業外収益   

受取利息 8 17

受取配当金 4 2

受取賃貸料 14 16

受取補償金 5 62

業務受託料 5 －

補助金収入 21 49

その他 54 70

営業外収益合計 115 220

営業外費用   

支払利息 4 2

投資有価証券評価損 － 1

支払補償費 － 11

支払手数料 5 －

保険解約損 － 4

その他 4 4

営業外費用合計 14 24

経常利益 4,723 6,808

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 0 －

投資有価証券売却益 33 －

受取和解金 － ※５ 110

特別利益合計 33 110

特別損失   

固定資産除売却損 ※６ 32 ※６ 48

特別損失合計 32 48

税金等調整前当期純利益 4,724 6,870

法人税、住民税及び事業税 1,218 1,822

法人税等調整額 △32 3

法人税等合計 1,185 1,825

当期純利益 3,538 5,044

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 3,538 5,044
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当期純利益 3,538 5,044

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △28 6

為替換算調整勘定 △71 95

退職給付に係る調整額 △101 360

その他の包括利益合計 ※１ △201 ※１ 462

包括利益 3,337 5,507

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 3,337 5,507

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,897 7,935 22,869 △3,165 34,537

当期変動額      

剰余金の配当   △1,106  △1,106

親会社株主に帰属する当期
純利益   3,538  3,538

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 2,432 △0 2,432

当期末残高 6,897 7,935 25,302 △3,165 36,969

 

       

 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 51 88 79 219 257 35,014

当期変動額       

剰余金の配当      △1,106

親会社株主に帰属する当期
純利益      3,538

自己株式の取得      △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△28 △71 △101 △201 58 △143

当期変動額合計 △28 △71 △101 △201 58 2,289

当期末残高 23 16 △22 17 316 37,303
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当連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,897 7,935 25,302 △3,165 36,969

当期変動額      

剰余金の配当   △1,180  △1,180

親会社株主に帰属する当期
純利益   5,044  5,044

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  38  23 62

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 38 3,863 22 3,925

当期末残高 6,897 7,973 29,166 △3,142 40,895

 

       

 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 23 16 △22 17 316 37,303

当期変動額       

剰余金の配当      △1,180

親会社株主に帰属する当期
純利益      5,044

自己株式の取得      △0

自己株式の処分      62

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

6 95 360 462 △19 443

当期変動額合計 6 95 360 462 △19 4,368

当期末残高 29 112 338 479 296 41,672
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 4,724 6,870

減価償却費 1,627 1,711

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14 △1

返品調整引当金の増減額（△は減少） △1 2

賞与引当金の増減額（△は減少） 6 18

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △55 16

株式報酬費用 58 42

受取利息及び受取配当金 △13 △20

支払利息 4 2

為替差損益（△は益） △6 3

受取補償金 △5 △62

支払補償費 － 11

補助金収入 △21 △49

有形固定資産除売却損益（△は益） 32 48

投資有価証券売却損益（△は益） △33 －

受取和解金 － △110

売上債権の増減額（△は増加） 937 △1,275

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,362 △582

その他の流動資産の増減額（△は増加） △68 △58

投資その他の資産の増減額（△は増加） 6 0

仕入債務の増減額（△は減少） 745 △644

その他の流動負債の増減額（△は減少） 40 386

その他 99 179

小計 6,727 6,488

利息及び配当金の受取額 12 23

利息の支払額 △4 △2

保険金の受取額 5 3

和解金の受取額 － 110

法人税等の支払額 △1,280 △1,172

法人税等の還付額 0 0

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,460 5,451

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,307 △1,554

有形固定資産の売却による収入 9 0

無形固定資産の取得による支出 △500 △557

固定資産の除却による支出 △7 △35

投資有価証券の取得による支出 △3,021 －

投資有価証券の売却による収入 79 －

定期預金の預入による支出 △3,126 △5,181

定期預金の払戻による収入 5,100 5,139

その他の支出 60 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,711 △2,193

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の買取・処分による収入及び支出 △0 △0

配当金の支払額 △1,106 △1,180

その他 △114 △94

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,220 △1,275

現金及び現金同等物に係る換算差額 4 4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 532 1,987

現金及び現金同等物の期首残高 4,448 4,981

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,981 ※１ 6,968
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数及び名称　　　1社

栄研生物科技(中国)有限公司

(2）非連結子会社の数及び名称

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社である栄研生物科技(中国)有限公司の決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、正規の決算に準ずる合理的な手続きによる決算（仮決算）を実施する方

法によって作成しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

a.満期保有目的の債券

 償却原価法（定額法）

b.その他有価証券

（時価のあるもの）

決算日の市場価格等（株式については決算日前１ヶ月の市場価格の平均）に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

（時価のないもの）

移動平均法による原価法

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

商品、製品、原材料及び仕掛品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定率法を採用し、在外連結子会社は定額法によっております。

ただし、当社は1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　10年～38年

機械装置及び運搬具　４年～10年

工具、器具及び備品　２年～８年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を

計上しております。

③　返品調整引当金

当連結会計年度の売上高に対して予想される返品損失に備えるため、将来の返品見込損失額のうち、当

連結会計年度の負担額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。

③ 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部における

その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は連結決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しておりま

す。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針

当社の内規に基づき、為替変動リスクを回避する目的で行っております。

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建買入債務、外貨建未払金

③　ヘッジ有効性評価の方法

為替予約については、ヘッジ対象に対し同一通貨建による同一金額で同一期日の為替予約を各々の買入

債務、未払金に振当てております。そのため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保さ

れており、有効性の評価を省略しております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資等からなっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（重要な会計上の見積り）

固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

減損損失     －百万円

連結財務諸表に計上した金額の内、栄研生物科技（中国）有限公司が保有する固定資産

有形固定資産 412百万円   無形固定資産 167百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループでは、固定資産の減損の兆候を把握するにあたり、資産のグルーピングの単位を野木工場と那須

工場の工場単位で行っており、連結子会社である栄研生物科技（中国）有限公司は主として野木工場の受託生産

を請け負っていることから、野木工場と一体としてグルーピングを行っております。当該グルーピングを前提と

して、資産又は資産グループが使用されている営業活動から生ずる損益又はキャッシュ・フローが継続してマイ

ナスとなっているか、あるいは、継続してマイナスとなる見込みであること、または、資産又は資産グループの

市場価格の下落が生じるような状況の変化の発生、その他減損が生じている可能性を示す事象が生じている場合

には減損の兆候があると判断しております。減損の兆候がある資産又は資産グループについては、当該資産又は

資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、減損損

失を認識して帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上します。

当連結会計年度において、減損の兆候の有無の判定を行った結果、減損の兆候はないと判断しております。

なお、今後事業計画や市場環境の変化により栄研生物科技（中国）有限公司での受託生産が終了又は減少した

場合などには、資産のグルーピングが見直される可能性があります。

 

（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日　企業会計基準委員

会）

 

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な会

計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおい

てはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は2017年12

月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関す

る包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合

性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを

出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目があ

る場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

 

(2）適用予定日

2022年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であ

ります。
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（表示方法の変更）

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度の年度

末に係る連結財務諸表から適用し、連結財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年

度に係る内容については記載しておりません。

 

（追加情報）

当社グループとしては、新型コロナウイルス感染症は2022年3月期の一定期間にわたり社会・経済に広範な影響を

及ぼすことが予想されるものの、当該前提のもとでの同感染症が事業に与える影響を総合的に勘案したところ、現時

点において当社グループの会計上の見積りを行うにあたっては長期的な影響は及ぼさず大きな影響はないと考えてお

り、諸条件は平常時と同水準となる仮定のもと、各種の会計上の見積りを行っております。

 

（連結貸借対照表関係）

運転資金の効率的な調達を行うため当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。これら契約に

基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメン

トの総額
5,400百万円 5,400百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 5,400百万円 5,400百万円
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（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損（洗替法による戻入額相

殺後の額）が売上原価に含まれております。

 
 前連結会計年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

　 △50百万円 6百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前連結会計年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

給料 2,231百万円 2,292百万円

賞与引当金繰入額 397百万円 412百万円

退職給付費用 171百万円 200百万円

研究開発費 3,332百万円 3,086百万円

貸倒引当金繰入額 17百万円 △1百万円

 

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

 
 
 

前連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

 3,332百万円 3,086百万円

 

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

工具、器具及び備品 0百万円 －百万円

計 0百万円 －百万円

 

※５　受取和解金の内容は、取引先との係争に関し、仲裁判断により受領した和解金であります。

 

※６　固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

建物及び構築物 0百万円 5百万円

機械装置及び運搬具 2百万円 4百万円

工具、器具及び備品 0百万円 2百万円

土地 11百万円 －百万円

ソフトウェア 1百万円 －百万円

解体撤去費用 16百万円 35百万円

計 32百万円 48百万円
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（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △8百万円 9百万円

組替調整額 △33 －

税効果調整前 △41 9

税効果額 12 △2

その他有価証券評価差額金 △28 6

為替換算調整勘定：   

 当期発生額 △71 95

退職給付に係る調整額：   

 当期発生額 △236 453

 組替調整額 90 66

税効果調整前 △145 519

税効果額 44 △159

退職給付に係る調整額 △101 360

その他の包括利益合計 △201 462
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 43,541,438 － － 43,541,438

合計 43,541,438 － － 43,541,438

自己株式     

普通株式 (注) 6,659,650 110 － 6,659,760

合計 6,659,650 110 － 6,659,760

 （注）普通株式の自己株式数の増加110株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結
会計年度
期首

当連結
会計年度
増加

当連結
会計年度
減少

当連結
会計年度

末

提出会社

（親会社）

ストック・オプション

としての新株予約権
－ － － － － 316

合計 － － － － － 316

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2019年４月25日

取締役会
普通株式 626 17 2019年３月31日 2019年６月３日

2019年10月25日

取締役会
普通株式 479 13 2019年９月30日 2019年12月２日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2020年４月28日

取締役会
普通株式 626 利益剰余金 17

2020年

３月31日

2020年

６月１日
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当連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 43,541,438 － － 43,541,438

合計 43,541,438 － － 43,541,438

自己株式     

普通株式 (注)１．２． 6,659,760 111 48,800 6,611,071

合計 6,659,760 111 48,800 6,611,071

 （注）１．普通株式の自己株式数の増加111株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．普通株式の自己株式数の減少48,800株は、ストックオプションの権利行使によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結
会計年度
期首

当連結
会計年度
増加

当連結
会計年度
減少

当連結
会計年度

末

提出会社

（親会社）

ストック・オプション

としての新株予約権
－ － － － － 296

合計 － － － － － 296

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2020年４月28日

取締役会
普通株式 626 17 2020年３月31日 2020年６月１日

2020年10月26日

取締役会
普通株式 553 15 2020年９月30日 2020年12月１日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2021年４月28日

取締役会
普通株式 960 利益剰余金 26

2021年

３月31日

2021年

６月４日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 ※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

現金及び預金勘定 10,098百万円 9,150百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △5,117百万円 △2,181百万円

現金及び現金同等物 4,981百万円 6,968百万円

 

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

研究開発設備及び事務機器（工具、器具及び備品）並びに生産設備（機械装置及び運搬具）であります。

② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項 （2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。
 
 
２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）

１年内 234 226

１年超 624 458

合計 859 684
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（貸主側）

ファイナンス・リース取引

(1）リース投資資産の内訳

 
① 流動資産 （単位：百万円）

 

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）

リース料債権部分 291 307

受取利息相当額 △16 △16

リース投資資産 275 290

 
② 投資その他の資産 （単位：百万円）

 

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）

リース料債権部分 723 716

受取利息相当額 △25 △25

リース投資資産 697 691

 

(2）リース投資資産に係るリース料債権部分の連結決算日後の回収予定額

 
① 流動資産 （単位：百万円）

 

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）

 １年以内
１年超

２年以内
２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース債権 14 － － － － －

リース投資資産 291 － － － － －

 

（単位：百万円）
 

 
当連結会計年度

（2021年３月31日）

 １年以内
１年超

２年以内
２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース債権 14 － － － － －

リース投資資産 307 － － － － －

 
② 投資その他の資産 （単位：百万円）

 

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）

 １年以内
１年超

２年以内
２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース債権 － 14 12 － － －

リース投資資産 － 249 202 138 65 66

 

（単位：百万円）
 

 
当連結会計年度

（2021年３月31日）

 １年以内
１年超

２年以内
２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース債権 － 12 － － － －

リース投資資産 － 259 195 123 84 53
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、余剰資金の運用については、安全性の高い金融商品にて実行し、運転資金及び設備投資につ

いては、基本的に手持資金（利益等の内部留保）と売掛債権信託（債権流動化）にて調達しております。デリバ

ティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク回避、及び余剰資金の運用を目的として利用しており、投機的な

取引は行わない方針であります。

 

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、すべて１年以内の回収期日であります。なお、これらは顧客の信用リ

スクに晒されておりますが、当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管

理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を１年ごとに把握する体制をとっております。

満期保有目的の債券は、取引権限及び取扱限度額等を定めた社内ルールに従い、格付けの高い債券のみを対象

としているため、信用リスクは僅少であります。

有価証券及び投資有価証券は、主に株式及び債券であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、当該

リスクに関しては定期的に時価や発行体の財務状況等を把握する体制をとっております。

長期預金は、満期時において元本金額が全額支払われ安全性は高いものであります。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、すべて１年以内の支払期日であります。なお、こ

れらは流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されておりますが、当該リスクに関し

ては、当社グループでは、月次に資金繰計画を作成し、手許流動性の維持により流動性リスクを管理する体制を

とっております。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に事業投資に必要な資金の調達を目的としたものでありま

す。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当

部門が決裁権限者の承認を得て行っております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（2020年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 10,098 10,098 －

（2）受取手形及び売掛金 11,017 11,017 －

（3）有価証券及び投資有価証券

①満期保有目的の債券

②その他有価証券

 

3,402

61

 

3,353

61

 

△49

－

（4）長期預金 1,900 1,900 0

（5）支払手形及び買掛金 （4,586） （4,586） －

（6）電子記録債務 （2,738） （2,738） －

（7）リース債務 （1,205） （1,200） △5

（8）デリバティブ取引 － － －

（負債に計上されているものについては、（　）で示しております。）

 

当連結会計年度（2021年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 9,150 9,150 －

（2）受取手形及び売掛金 12,298 12,298 －

（3）有価証券及び投資有価証券

①満期保有目的の債券

②その他有価証券

 

3,398

68

 

3,377

68

 

△21

－

（4）長期預金 4,900 4,900 0

（5）支払手形及び買掛金 （4,044） （4,044） －

（6）電子記録債務 （2,636） （2,636） －

（7）リース債務 （1,160） （1,154） △5

（8）デリバティブ取引 － － －

（負債に計上されているものについては、（　）で示しております。）

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（1）現金及び預金並びに、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

（3）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券他は取引所の価格または取引金

融機関から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項につい

ては、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

（4）長期預金

長期預金の時価については、元利金の合計額を同様な新規預入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。

（5）支払手形及び買掛金並びに、（6）電子記録債務

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。
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（7）リース債務（流動負債「リース債務」と固定負債「リース債務」を合算しております。）

これらは元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

（8）デリバティブ取引

為替変動リスクのヘッジについて振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体

として処理されているため、その時価は、当該買掛金の時価に含めて記載しております（上記

（5）参照）。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）

非上場株式 23 24

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（3）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2020年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超

 (百万円）

現金及び預金 10,098 － － －

受取手形及び売掛金 11,017 － － －

長期預金 － 1,900 － －

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

社債

その他

 

 

－

－

 

 

80

－

 

 

3,000

300

 

 

－

－

合計 21,116 1,980 3,300 －

 

当連結会計年度（2021年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超

 (百万円）

現金及び預金 9,150 － － －

受取手形及び売掛金 12,298 － － －

長期預金 － 4,900 － －

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

社債

その他

 

 

80

－

 

 

－

－

 

 

3,000

300

 

 

－

－

合計 21,528 4,900 3,300 －
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４. 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2020年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

 リース債務 376 311 243 143 66 65

合計 376 311 243 143 66 65

 

当連結会計年度（2021年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

 リース債務 377 310 211 125 82 52

合計 377 310 211 125 82 52

 

 

（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（2020年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照
表計上額を超えるも
の

（1）国債・地方債等 － － －

（2）社債 81 81 0

（3）その他 － － －

小計 81 81 0

時価が連結貸借対照
表計上額を超えない
もの

（1）国債・地方債等 － － －

（2）社債 3,020 3,007 △13

（3）その他 300 263 △36

小計 3,320 3,271 △49

合計 3,402 3,353 △49

 

当連結会計年度（2021年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照
表計上額を超えるも
の

（1）国債・地方債等 － － －

（2）社債 80 80 0

（3）その他 － － －

小計 80 80 0

時価が連結貸借対照
表計上額を超えない
もの

（1）国債・地方債等 － － －

（2）社債 3,018 2,998 △19

（3）その他 300 298 △1

小計 3,318 3,296 △21

合計 3,398 3,377 △21
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２．その他有価証券

前連結会計年度（2020年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

（1）株式 61 26 34

（2）債券

① 国債・地方債等

② 社債

③ その他

 

－

－

－

 

－

－

－

 

－

－

－

（3）その他 － － －

小計 61 26 34

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

（1）株式 － － －

（2）債券

① 国債・地方債等

② 社債

③ その他

 

－

－

－

 

－

－

－

 

－

－

－

（3）その他 － － －

小計 － － －

合計 61 26 34

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額23百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（2021年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

（1）株式 68 26 41

（2）債券

① 国債・地方債等

② 社債

③ その他

 

－

－

－

 

－

－

－

 

－

－

－

（3）その他 － － －

小計 68 26 41

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

（1）株式 － － －

（2）債券

① 国債・地方債等

② 社債

③ その他

 

－

－

－

 

－

－

－

 

－

－

－

（3）その他 － － －

小計 － － －

合計 68 26 41

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額24百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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３．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

（1）株式 79 33 －

（2）債券

① 国債・地方債等

② 社債

③ その他

 

－

－

－

 

－

－

－

 

－

－

－

（3）その他 － － －

小計 79 33 －

 

当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（2020年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
(百万円)

為替予約等の振当処理

為替予約取引     

買建     

米ドル 買掛金・未払金 24 － 0

ユーロ 買掛金 1 － △0

中国元 買掛金 32 － △0

合計 58 － 0

(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（2021年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
(百万円)

為替予約等の振当処理

為替予約取引     

買建     

米ドル 買掛金・未払金 42 － 0

ユーロ 未払金 9 － 0

中国元 買掛金・未払金 49 － △0

合計 101 － 0

(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付企業年金制度、確定拠出企業年金制度、企業年金基金制度及

び退職一時金制度を設けております。従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付

債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

また、当社が加入する総合設立型の東京薬業企業年金基金は、1969年４月に設立され、主に東京都内に所在する

医薬品、医療器具機械の製造・販売を行う企業が参加して運営されておりますが、当該基金制度は以下の退職給付

債務及び年金資産には含めておらず、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

退職給付債務の期首残高 3,395百万円 3,370百万円
勤務費用 205 203
利息費用 19 19
数理計算上の差異の発生額 20 △2
退職給付の支払額 △270 △390

退職給付債務の期末残高 3,370 3,199
 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

年金資産の期首残高 4,596百万円 4,390百万円
期待運用収益 86 13
数理計算上の差異の発生額 △215 450
事業主からの拠出額 193 193
退職給付の支払額 △270 △390

年金資産の期末残高 4,390 4,656
 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資
産の調整表

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 3,370百万円 3,199百万円

年金資産 △4,390 △4,656

 △1,020 △1,456
非積立型制度の退職給付債務 － －

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △1,020 △1,456

   
退職給付に係る資産 △1,020 △1,456

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △1,020 △1,456
 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

勤務費用 205百万円 203百万円
利息費用 19 19
期待運用収益 △86 △13
数理計算上の差異の費用処理額 90 66

確定給付制度に係る退職給付費用 228 275
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(5）退職給付に係る調整額
　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果調整前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

数理計算上の差異 145百万円 △519百万円
合　計 145 △519

 
(6）退職給付に係る調整累計額
　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果調整前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）
未認識数理計算上の差異 31百万円 △487百万円

合　計 31 △487

 

 

(7）年金資産に関する事項
①年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）
一般勘定 27.52％ 24.94％
国内債券 23.52 22.82
国内株式 12.12 12.41
外国債券 12.43 11.72
外国株式 9.56 12.08
その他 14.85 16.03

合　計 100.00 100.00

 

②長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）
割引率 0.57％ 0.57％
長期期待運用収益率 1.89％ 0.31％
予想昇給率 5.6 ％ 5.6 ％
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３．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度（自 2019年４月１日　至 2020年３月31日）88百万円、当

連結会計年度（自 2020年４月１日　至 2021年３月31日）88百万円であります。

 

また確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の上記東京薬業企業年金基金への要拠出額は、前連結

会計年度（自 2019年４月1日　至 2020年３月31日）７百万円、当連結会計年度（自 2020年４月１日　至 2021年

３月31日）７百万円でありました。

要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

 

（１）制度全体の積立状況に関する事項

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）

当連結会計年度

（2021年３月31日）

年金資産の額 157,063百万円 151,134百万円

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額
151,840 150,361

差引額 5,223 773

 

（２）制度全体に占める当社の掛金拠出割合

前連結会計年度　1.3％　（2020年３月31日現在）

当連結会計年度　1.3％　（2021年３月31日現在）

 

（３）補足説明

上記(１)の差引額の主な要因は、年金財政上の未償却過去勤務債務残高等（前連結会計年度13,593百万円、当連

結会計年度11,040百万円）、当年度不足金（前連結会計年度136,643百万円、当連結会計年度7,003百万円）及び別

途積立金（前連結会計年度155,460百万円、当連結会計年度18,816百万円）であります。

未償却過去勤務債務残高の内訳は特別掛金収入現価であり、償却方法は元利均等方式、事業主負担掛金率

0.7％、償却残余期間は2020年３月31日現在で４年５ヶ月であります。

なお、上記(２)の割合は当社の実際の負担割合とは一致いたしません。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

一般管理費の株式報酬費 58 42

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(１) ストック・オプションの内容

 
2007年

ストック・オプション
2008年

ストック・オプション
2009年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役　４名（内執

行役兼務３名）

当社の取締役　４名（内執

行役兼務３名）

当社の取締役　４名（内執

行役兼務２名）

当社執行役　　12名 当社執行役　　13名 当社執行役　　12名

株式の種類別のストック・

オプションの付与数（注）
普通株式　80,000株 普通株式　84,000株 普通株式　77,000株

付与日 2007年７月９日 2008年７月８日 2009年７月９日

権利確定条件

①当社の取締役（社外取締

役を除く）及び執行役に

就任後１年を経過(死亡

退任は除く)した後で、

取締役及び執行役の全て

を退任した日の翌日から

10日を経過する日までの

期間に限り、新株予約権

を行使できるものとす

る。

①当社の取締役（社外取締

役を除く）及び執行役に

就任後１年を経過(死亡

退任は除く)した後で、

取締役及び執行役の全て

を退任した日の翌日から

10日を経過する日までの

期間に限り、新株予約権

を行使できるものとす

る。

①当社の取締役（社外取締

役を除く）及び執行役に

就任後１年を経過(死亡

退任は除く)した後で、

取締役及び執行役の全て

を退任した日の翌日から

10日を経過する日までの

期間に限り、新株予約権

を行使できるものとす

る。

②前記①にかかわらず、新

株予約権者が2026年７月

９日に至るまでに権利行

使開始日を迎えなかった

場合、2026年７月10日か

ら2027年７月９日までに

新株予約権を行使できる

ものとする。

②前記①にかかわらず、新

株予約権者が2027年７月

８日に至るまでに権利行

使開始日を迎えなかった

場合、2027年７月９日か

ら2028年７月８日までに

新株予約権を行使できる

ものとする。

②前記①にかかわらず、新

株予約権者が2028年７月

９日に至るまでに権利行

使開始日を迎えなかった

場合、2028年７月10日か

ら2029年７月９日までに

新株予約権を行使できる

ものとする。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり

ません。

対象勤務期間の定めはあり

ません。

対象勤務期間の定めはあり

ません。

権利行使期間
自　2007年７月10日

至　2027年７月９日

自　2008年７月９日

至　2028年７月８日

自　2009年７月10日

至　2029年７月９日

（注）株式数に換算して記載しております。なお、2018年４月１日付株式分割（普通株式１株につき２株の割合）による

分割後の株式数に換算して記載しております。
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2010年

ストック・オプション
2011年

ストック・オプション
2012年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役　３名（内執

行役兼務２名）

当社の取締役　４名（内執

行役兼務３名）

当社の取締役　４名（内執

行役兼務３名）

当社執行役　　12名 当社執行役　　12名 当社執行役　　13名

株式の種類別のストック・

オプションの付与数（注）
普通株式　73,000株 普通株式　75,000株 普通株式　78,000株

付与日 2010年７月８日 2011年７月８日 2012年７月10日

権利確定条件

①当社の取締役（社外取締

役を除く）及び執行役に

就任後１年を経過(死亡

退任は除く)した後で、

取締役及び執行役の全て

を退任した日の翌日から

10日を経過する日までの

期間に限り、新株予約権

を行使できるものとす

る。

①当社の取締役（社外取締

役を除く）及び執行役に

就任後１年を経過(死亡

退任は除く)した後で、

取締役及び執行役の全て

を退任した日の翌日から

10日を経過する日までの

期間に限り、新株予約権

を行使できるものとす

る。

①当社の取締役（社外取締

役を除く）及び執行役に

就任後１年を経過(死亡

退任は除く)した後で、

取締役及び執行役の全て

を退任した日の翌日から

10日を経過する日までの

期間に限り、新株予約権

を行使できるものとす

る。

②前記①にかかわらず、新

株予約権者が2029年７月

８日に至るまでに権利行

使開始日を迎えなかった

場合、2029年７月９日か

ら2030年７月８日までに

新株予約権を行使できる

ものとする。

②前記①にかかわらず、新

株予約権者が2030年７月

８日に至るまでに権利行

使開始日を迎えなかった

場合、2030年７月９日か

ら2031年７月８日までに

新株予約権を行使できる

ものとする。

②前記①にかかわらず、新

株予約権者が2031年７月

９日に至るまでに権利行

使開始日を迎えなかった

場合、2031年７月10日か

ら2032年７月９日までに

新株予約権を行使できる

ものとする。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり

ません。

対象勤務期間の定めはあり

ません。

対象勤務期間の定めはあり

ません。

権利行使期間
自　2010年７月９日

至　2030年７月８日

自　2011年７月９日

至　2031年７月８日

自　2012年７月10日

至　2032年７月９日

（注）株式数に換算して記載しております。なお、2018年４月１日付株式分割（普通株式１株につき２株の割合）による

分割後の株式数に換算して記載しております。

 

EDINET提出書類

栄研化学株式会社(E00961)

有価証券報告書

 89/126



 

 
2013年

ストック・オプション
2014年

ストック・オプション
2015年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役　４名（内執

行役兼務３名）

当社の取締役　４名（内執

行役兼務３名）

当社の取締役　３名（内執

行役兼務３名）

当社執行役　　13名 当社執行役　　12名 当社執行役　　13名

株式の種類別のストック・

オプションの付与数（注）
普通株式　78,000株 普通株式　78,400株 普通株式　77,000株

付与日 2013年７月９日 2014年７月８日 2015年７月９日

権利確定条件

①当社の取締役（社外取締

役を除く）及び執行役に

就任後１年を経過(死亡

退任は除く)した後で、

取締役及び執行役の全て

を退任した日の翌日から

10日を経過する日までの

期間に限り、新株予約権

を行使できるものとす

る。

①当社の取締役（社外取締

役を除く）及び執行役に

就任後１年を経過(死亡

退任は除く)した後で、

取締役及び執行役の全て

を退任した日の翌日から

10日を経過する日までの

期間に限り、新株予約権

を行使できるものとす

る。

①当社の取締役（社外取締

役を除く）及び執行役に

就任後１年を経過(死亡

退任は除く)した後で、

取締役及び執行役の全て

を退任した日の翌日から

10日を経過する日までの

期間に限り、新株予約権

を行使できるものとす

る。

②前記①にかかわらず、新

株予約権者が2032年７月

９日に至るまでに権利行

使開始日を迎えなかった

場合、2032年７月10日か

ら2033年７月９日までに

新株予約権を行使できる

ものとする。

②前記①にかかわらず、新

株予約権者が2033年７月

８日に至るまでに権利行

使開始日を迎えなかった

場合、2033年７月９日か

ら2034年７月８日までに

新株予約権を行使できる

ものとする。

②前記①にかかわらず、新

株予約権者が2034年７月

９日に至るまでに権利行

使開始日を迎えなかった

場合、2034年７月10日か

ら2035年７月９日までに

新株予約権を行使できる

ものとする。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり

ません。

対象勤務期間の定めはあり

ません。

対象勤務期間の定めはあり

ません。

権利行使期間
自　2013年７月10日

至　2033年７月９日

自　2014年７月９日

至　2034年７月８日

自　2015年７月10日

至　2035年７月９日

（注）株式数に換算して記載しております。なお、2018年４月１日付株式分割（普通株式１株につき２株の割合）による

分割後の株式数に換算して記載しております。
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2016年

ストック・オプション
2017年

ストック・オプション
2018年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役　２名（内執

行役兼務１名）

当社の取締役　２名（内執

行役兼務１名）

当社の取締役　３名（内執

行役兼務３名）

当社執行役　　12名 当社執行役　　13名 当社執行役　　11名

株式の種類別のストック・

オプションの付与数（注）
普通株式　55,000株 普通株式　60,200株 普通株式　34,400株

付与日 2016年７月８日 2017年７月10日 2018年７月12日

権利確定条件

①当社の取締役（社外取締

役を除く）及び執行役に

就任後１年を経過(死亡

退任は除く)した後で、

取締役及び執行役の全て

を退任した日の翌日から

10日を経過する日までの

期間に限り、新株予約権

を行使できるものとす

る。

①当社の取締役（社外取締

役を除く）及び執行役に

就任後１年を経過(死亡

退任は除く)した後で、

取締役及び執行役の全て

を退任した日の翌日から

10日を経過する日までの

期間に限り、新株予約権

を行使できるものとす

る。

①当社の取締役（社外取締

役を除く）及び執行役に

就任後１年を経過(死亡

退任は除く)した後で、

取締役及び執行役の全て

を退任した日の翌日から

10日を経過する日までの

期間に限り、新株予約権

を行使できるものとす

る。

②前記①にかかわらず、新

株予約権者が2035年７月

８日に至るまでに権利行

使開始日を迎えなかった

場合、2035年７月９日か

ら2036年７月８日までに

新株予約権を行使できる

ものとする。

②前記①にかかわらず、新

株予約権者が2036年７月

10日に至るまでに権利行

使開始日を迎えなかった

場合、2036年７月11日か

ら2037年７月10日までに

新株予約権を行使できる

ものとする。

②前記①にかかわらず、新

株予約権者が2037年７月

12日に至るまでに権利行

使開始日を迎えなかった

場合、2037年７月13日か

ら2038年７月12日までに

新株予約権を行使できる

ものとする。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり

ません。

対象勤務期間の定めはあり

ません。

対象勤務期間の定めはあり

ません。

権利行使期間
自　2016年７月９日

至　2036年７月８日

自　2017年７月11日

至　2037年７月10日

自　2018年７月13日

至　2038年７月12日

（注）株式数に換算して記載しております。なお、2018年４月１日付株式分割（普通株式１株につき２株の割合）による

分割後の株式数に換算して記載しております。
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2019年

ストック・オプション
2020年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役　３名（内執

行役兼務３名）

当社の取締役　３名（内執

行役兼務３名）

当社執行役　　11名 当社執行役　　９名

株式の種類別のストック・

オプションの付与数（注）
普通株式　35,000株 普通株式　29,800株

付与日 2019年７月11日 2020年７月９日

権利確定条件

①当社の取締役（社外取締

役を除く）及び執行役に

就任後１年を経過(死亡

退任は除く)した後で、

取締役及び執行役の全て

を退任した日の翌日から

10日を経過する日までの

期間に限り、新株予約権

を行使できるものとす

る。

①当社の取締役（社外取締

役を除く）及び執行役に

就任後１年を経過(死亡

退任は除く)した後で、

取締役及び執行役の全て

を退任した日の翌日から

10日を経過する日までの

期間に限り、新株予約権

を行使できるものとす

る。

②前記①にかかわらず、新

株予約権者が2038年７月

11日に至るまでに権利行

使開始日を迎えなかった

場合、2038年７月12日か

ら2039年７月11日までに

新株予約権を行使できる

ものとする。

②前記①にかかわらず、新

株予約権者が2039年７月

９日に至るまでに権利行

使開始日を迎えなかった

場合、2039年７月10日か

ら2040年７月９日までに

新株予約権を行使できる

ものとする。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり

ません。

対象勤務期間の定めはあり

ません。

権利行使期間
自　2019年７月12日

至　2039年７月11日

自　2020年７月10日

至　2040年７月９日

（注）株式数に換算して記載しております。
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(２) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（2021年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

 

①ストック・オプションの数

 
2007年

ストック・オプション
2008年

ストック・オプション
2009年

ストック・オプション

権利確定前（株）    

前連結会計年度末 ― ― ―

付与 ― ― ―

失効 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

未確定残 ― ― ―

権利確定後（株）    

前連結会計年度末 4,000 4,000 8,000

権利確定 ― ― ―

権利行使 ― ― ―

失効 ― ― ―

未行使残 4,000 4,000 8,000

 

 
2010年

ストック・オプション
2011年

ストック・オプション
2012年

ストック・オプション

権利確定前（株）    

前連結会計年度末 ― ― ―

付与 ― ― ―

失効 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

未確定残 ― ― ―

権利確定後（株）    

前連結会計年度末 8,000 9,000 17,000

権利確定 ― ― ―

権利行使 ― ― ―

失効 ― ― ―

未行使残 8,000 9,000 17,000

 

 
2013年

ストック・オプション
2014年

ストック・オプション
2015年

ストック・オプション

権利確定前（株）    

前連結会計年度末 ― ― ―

付与 ― ― ―

失効 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

未確定残 ― ― ―

権利確定後（株）    

前連結会計年度末 21,000 40,000 44,000

権利確定 ― ― ―

権利行使 ― 8,000 8,000

失効 ― ― ―

未行使残 21,000 32,000 36,000

（注）株式数に換算して記載しております。なお、2018年４月１日付株式分割（普通株式１株につき２株の割合）による

分割後の株式数に換算して記載しております。
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2016年

ストック・オプション
2017年

ストック・オプション
2018年

ストック・オプション

権利確定前（株）    

前連結会計年度末 ― ― ―

付与 ― ― ―

失効 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

未確定残 ― ― ―

権利確定後（株）    

前連結会計年度末 36,000 43,200 34,400

権利確定 ― ― ―

権利行使 9,000 8,800 7,400

失効 ― ― ―

未行使残 27,000 34,400 27,000

 

 
2019年

ストック・オプション
2020年

ストック・オプション

権利確定前（株）   

前連結会計年度末 ― ―

付与 ― 29,800

失効 ― ―

権利確定 ― 29,800

未確定残 ― ―

権利確定後（株）   

前連結会計年度末 35,000 ―

権利確定 ― 29,800

権利行使 7,600 ―

失効 ― ―

未行使残 27,400 29,800

（注）株式数に換算して記載しております。なお、2018年４月１日付株式分割（普通株式１株につき２株の割合）による

分割後の株式数に換算して記載しております。
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②単価情報

 
2007年

ストック・オプション
2008年

ストック・オプション
2009年

ストック・オプション

権利行使価格（円） 1 1 1

行使時平均株価（円） ― ― ―

付与日における公正な評価

単価（円）
440.5 369.5 336.0

 

 
2010年

ストック・オプション
2011年

ストック・オプション
2012年

ストック・オプション

権利行使価格（円） 1 1 1

行使時平均株価（円） ― ― ―

付与日における公正な評価

単価（円）
346.0 410.5 422.0

 

 
2013年

ストック・オプション
2014年

ストック・オプション
2015年

ストック・オプション

権利行使価格（円） 1 1 1

行使時平均株価（円） ― 1,725 1,725

付与日における公正な評価

単価（円）
718.0 702.0 965.5

 

 
2016年

ストック・オプション
2017年

ストック・オプション
2018年

ストック・オプション

権利行使価格（円） 1 1 1

行使時平均株価（円） 1,711 1,711 1,716

付与日における公正な評価

単価（円）
950.0 1,488.0 2,081.0

 

 
2019年

ストック・オプション
2020年

ストック・オプション

権利行使価格（円） 1 1

行使時平均株価（円） 1,717 ―

付与日における公正な評価

単価（円）
1,542.0 1,309.0

（注）2018年４月１日付株式分割（普通株式１株につき２株の割合）による分割後の価格に換算して記載しております。

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された2020年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下

のとおりであります。

① 使用した評価技法         ブラック・ショールズ式

② 主な基礎数値及び見積方法

 2020年ストック・オプション

株価変動性　（注）１. 32.6％

予想残存期間　（注）２. 9.8年

予想配当　（注）３. 30円／株

無リスク利子率　（注）４. 0.01％

（注）１．2010年９月20日から2020年７月９日までの株価実績に基づき算定しております。

２．付与日から権利行使されると見込まれる平均的な時期までの期間を使用しております。

３．2020年７月時点における2021年３月期の配当予想によっております。

４．予想残存期間に対応する期間の国債の利回りであります。
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４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。

 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2021年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 56百万円 45百万円

賞与引当金 228  233

研究開発費 502  457

株式報酬費用 96  90

賞与引当金に係る社会保険料 36  45

たな卸資産評価損 44  46

貯蔵品在庫 1  1

資産除去債務 10  10

その他 72  73

繰延税金資産小計 1,049  1,005

評価性引当額 △24  △13

繰延税金資産合計 1,024  992

繰延税金負債    

退職給付に係る資産 △312  △446

圧縮記帳積立金の積立 △36  △32

その他有価証券評価差額金 △10  △12

その他 △4  △4

繰延税金負債合計 △363  △496

繰延税金資産の純額 661  495

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2021年３月31日）

法定実効税率 30.62％  法定実効税率と税効果会計適用後の法

人税等の負担率との間の差異が法定実効

税率の100分の５以下であるため注記を

省略しております。

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.34  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.00  

住民税均等割 0.59  

試験研究費等の特別控除 △5.81  

その他 △0.63  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.10  

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）及び当連結会計年度（自 2020年４月１日 

至 2021年３月31日）

当社グループは、検査薬事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

 

 

【関連情報】

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　（単位：百万円）

 
微生物

検査用試薬

尿

検査用試薬

免疫血清学的

検査用試薬

生化学的

検査用試薬

器具・食品

環境関連培地
その他 合計

外部顧客へ

の売上高
4,623 3,340 20,269 609 2,162 5,578 36,585

 

２．地域ごとの情報

（１）売上高

（単位：百万円）

日本 海外 合計

29,544 7,040 36,585

（注）売上高は顧客の仕向地を基礎として、国又は地域に分類しております。

 

（２）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 中国 合計

11,639 402 12,041

 

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高

　㈱スズケン 4,934

　東邦薬品㈱ 4,229

　アルフレッサ㈱ 4,021

（注）当社グループは検査薬事業のみの単一セグメントであります。
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当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　（単位：百万円）

 
微生物

検査用試薬

尿

検査用試薬

免疫血清学的

検査用試薬

生化学的

検査用試薬

器具・食品

環境関連培地
その他 合計

外部顧客へ

の売上高
3,989 3,380 18,749 594 2,125 9,827 38,667

 

２．地域ごとの情報

（１）売上高

（単位：百万円）

日本 海外 合計

31,771 6,895 38,667

（注）売上高は顧客の仕向地を基礎として、国又は地域に分類しております。

 

（２）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 中国 合計

12,356 412 12,768

 

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高

　㈱スズケン 5,067

　アルフレッサ㈱ 4,927

　東邦薬品㈱ 4,292

（注）当社グループは検査薬事業のみの単一セグメントであります。

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

該当事項はありません。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

該当事項はありません。

 

 

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

１株当たり純資産額 1,002.86円 1,120.36円

１株当たり当期純利益 95.95円 136.65円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 95.21円 135.60円

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

     す。

 
前連結会計年度

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
3,538 5,044

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（百万円）
3,538 5,044

期中平均株式数（千株） 36,881 36,917

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 288 284

（うち新株予約権） (288） (284）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

 

――――

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務

（注）２．
376 377 1.68 －

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
－ － － －

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）（注）２．３．
829 782 1.78 2022年～2029年

その他有利子負債     

　預り保証金（注）１． 342 367 0.01 －

合計 1,548 1,527 － －

（注）１．預り保証金の平均利率については、期中平均預り保証金残高に対する加重平均利率を記載しており

ます。

２．リース債務の平均利率については、期末リース債務残高に対する加重平均利率を記載しておりま

す。

３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のと

おりであります。

 
１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

 リース債務 310 211 125 82

 

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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（２）【その他】

①当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 8,214 17,727 28,547 38,667

税金等調整前四半期

（当期）純利益（百万円）
1,027 2,877 5,723 6,870

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益

（百万円）

764 2,151 4,284 5,044

１株当たり四半期（当期）

純利益（円）
20.72 58.31 116.08 136.65

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

（円）
20.72 37.58 57.76 20.57

 

②決算日後の状況

特記事項はありません。

③重要な訴訟事件等

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2020年３月31日)
当事業年度

(2021年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,834 8,827

受取手形 522 433

売掛金 10,493 11,861

リース債権 13 14

リース投資資産 275 290

有価証券 － 80

商品及び製品 4,304 4,461

仕掛品 1,432 1,621

原材料及び貯蔵品 1,363 1,632

前払費用 160 166

その他 161 213

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 28,557 29,598

固定資産   

有形固定資産   

建物 17,004 17,560

減価償却累計額 △10,125 △10,596

建物（純額） 6,878 6,964

構築物 1,510 1,456

減価償却累計額 △653 △682

構築物（純額） 856 773

機械及び装置 5,848 6,092

減価償却累計額 △4,692 △4,882

機械及び装置（純額） 1,156 1,209

車両運搬具 35 37

減価償却累計額 △27 △28

車両運搬具（純額） 7 9

工具、器具及び備品 3,835 4,435

減価償却累計額 △3,257 △3,460

工具、器具及び備品（純額） 577 975

土地 1,931 1,931

リース資産 421 349

減価償却累計額 △234 △201

リース資産（純額） 186 147

建設仮勘定 43 345

有形固定資産合計 11,639 12,356

無形固定資産   

特許権 2 2

ソフトウエア 753 587

その他 107 693

無形固定資産合計 863 1,283
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2020年３月31日)
当事業年度

(2021年３月31日)

投資その他の資産   

投資有価証券 3,487 3,410

出資金 0 0

関係会社出資金 1,316 1,316

破産更生債権等 12 10

長期前払費用 64 110

長期預金 1,900 4,900

生命保険積立金 262 167

前払年金費用 1,051 969

繰延税金資産 648 642

リース投資資産 697 691

その他 267 252

貸倒引当金 △16 △14

投資その他の資産合計 9,693 12,456

固定資産合計 22,196 26,097

資産合計 50,753 55,696

負債の部   

流動負債   

支払手形 13 3

買掛金 4,590 4,073

電子記録債務 2,738 2,636

リース債務 375 377

未払金 2,001 2,356

未払費用 203 243

未払法人税等 702 1,373

前受金 25 52

預り金 42 81

賞与引当金 745 763

返品調整引当金 5 8

その他 289 808

流動負債合計 11,733 12,776

固定負債   

リース債務 829 782

資産除去債務 33 33

その他 416 423

固定負債合計 1,278 1,239

負債合計 13,012 14,016

 

EDINET提出書類

栄研化学株式会社(E00961)

有価証券報告書

104/126



 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2020年３月31日)
当事業年度

(2021年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,897 6,897

資本剰余金   

資本準備金 7,892 7,892

その他資本剰余金 42 81

資本剰余金合計 7,935 7,973

利益剰余金   

利益準備金 338 338

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金 82 74

別途積立金 4,330 4,330

繰越利益剰余金 20,984 24,881

利益剰余金合計 25,734 29,624

自己株式 △3,165 △3,142

株主資本合計 37,401 41,353

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 23 29

評価・換算差額等合計 23 29

新株予約権 316 296

純資産合計 37,741 41,679

負債純資産合計 50,753 55,696
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当事業年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

売上高   

製品売上高 16,391 19,276

商品売上高 20,172 19,333

売上高合計 36,564 38,610

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 3,526 4,304

当期製品製造原価 6,258 6,854

当期商品仕入高 15,036 13,507

商品及び製品期末たな卸高 4,304 4,461

売上原価合計 20,517 20,204

売上総利益 16,047 18,405

返品調整引当金戻入額 7 5

返品調整引当金繰入額 5 8

差引売上総利益 16,048 18,402

販売費及び一般管理費 ※１ 11,428 ※１ 11,728

営業利益 4,620 6,674

営業外収益   

受取利息 5 12

受取配当金 4 2

受取補償金 5 62

業務受託料 5 －

為替差益 15 0

補助金収入 21 49

その他 40 54

営業外収益合計 98 182

営業外費用   

支払利息 4 2

コミットメントフィー 3 2

投資有価証券評価損 － 1

保険解約損 － 4

支払補償費 － 11

支払手数料 5 －

その他 1 0

営業外費用合計 14 23

経常利益 4,703 6,833

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 0 －

投資有価証券売却益 33 －

受取和解金 － ※３ 110

特別利益合計 33 110

特別損失   

固定資産除売却損 ※４ 32 ※４ 48

特別損失合計 32 48

税引前当期純利益 4,705 6,896

法人税、住民税及び事業税 1,218 1,822

法人税等調整額 △31 3

法人税等合計 1,186 1,825

当期純利益 3,518 5,070
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  2,910 43.8 3,213 44.4

Ⅱ　労務費 ※１ 2,013 30.3 1,991 27.6

Ⅲ　経費 ※２ 1,720 25.9 2,023 28.0

当期総製造費用  6,644 100.0 7,229 100.0

期首仕掛品たな卸高  1,229  1,432  

合計  7,874  8,661  

他勘定振替高 ※３ 169  186  

期末仕掛品たな卸高  1,445  1,621  

当期製品製造原価  6,258  6,854  

原価計算の方法

原価計算の方法は、組別工程別総合原価計算であります。

 

（注）

前事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

 
※１．労務費のうち引当金繰入額等は次の

とおりであります。
 

 
※１．労務費のうち引当金繰入額等は次の

とおりであります。
  

賞与引当金 207百万円

退職給付費用 86百万円
 

 
賞与引当金 196百万円

退職給付費用 91百万円
 

※２．経費のうち主な内訳は次のとおりで

あります。

※２．経費のうち主な内訳は次のとおりで

あります。
 

電力費 124百万円

減価償却費 877百万円

作業用消耗品費 144百万円

外注加工賃 229百万円
 

 
電力費 115百万円

減価償却費 919百万円

作業用消耗品費 232百万円

外注加工賃 211百万円
 

※３．他勘定振替高は主として売上原価、貯蔵品及び

販売費（試供品費）等への振替であります。

※３．他勘定振替高は主として売上原価、貯蔵品及び

販売費（試供品費）等への振替であります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

 
圧縮記帳
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 6,897 7,892 42 338 90 4,330 18,563 △3,165 34,989

当期変動額          

圧縮記帳積立金の取崩     △8  8  －

剰余金の配当       △1,106  △1,106

当期純利益       3,518  3,518

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － △8 － 2,420 △0 2,412

当期末残高 6,897 7,892 42 338 82 4,330 20,984 △3,165 37,401

 

    

 
評価・換算
差額等

新株予約権 純資産合計

 
その他有価
証券評価差
額金

当期首残高 51 257 35,299

当期変動額    

圧縮記帳積立金の取崩   －

剰余金の配当   △1,106

当期純利益   3,518

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

△28 58 29

当期変動額合計 △28 58 2,441

当期末残高 23 316 37,741
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当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

 
圧縮記帳
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 6,897 7,892 42 338 82 4,330 20,984 △3,165 37,401

当期変動額          

圧縮記帳積立金の取崩     △7  7  －

剰余金の配当       △1,180  △1,180

当期純利益       5,070  5,070

自己株式の取得        △0 △0

自己株式の処分   38     23 62

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

         

当期変動額合計 － － 38 － △7 － 3,897 22 3,951

当期末残高 6,897 7,892 81 338 74 4,330 24,881 △3,142 41,353

 

    

 
評価・換算
差額等

新株予約権 純資産合計

 
その他有価
証券評価差
額金

当期首残高 23 316 37,741

当期変動額    

圧縮記帳積立金の取崩   －

剰余金の配当   △1,180

当期純利益   5,070

自己株式の取得   △0

自己株式の処分   62

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

6 △19 △13

当期変動額合計 6 △19 3,938

当期末残高 29 296 41,679
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

（２）子会社株式

移動平均法による原価法

（３）その他有価証券

(時価のあるもの)

決算日の市場価格等（株式については、決算日前１ヶ月の市場価格の平均）に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

(時価のないもの)

移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１）商品、製品、原材料及び仕掛品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

（２）貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

４．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 15年～38年

構築物 10年～30年

機械及び装置 ８年

車両運搬具 ４年～６年

工具、器具及び備品 ２年～８年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

（３）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

５．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上

しております。

（３）返品調整引当金

当事業年度の売上高に対して予想される返品損失に備えるため、将来の返品見込損失額のうち当事業年

度の負担額を計上しております。
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（４）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３

年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（12年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお

ります。

６.重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

７．ヘッジ会計の方法

（１）ヘッジ会計の方法

為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しておりま

す。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針

当社の内規に基づき、為替変動リスクを回避する目的で行っております。

当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建買入債務、外貨建未払金

（３）ヘッジ有効性評価の方法

為替予約については、ヘッジ対象に対し同一通貨建による同一金額で同一期日の為替予約を各々の買入

債務、未払金に振当てております。そのため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保さ

れており、有効性の評価を省略しております。

８．退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸

表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

９．消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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（重要な会計上の見積り）

該当事項はありません。

 

 

（表示方法の変更）

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度の年度末に

係る財務諸表から適用し、財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に

係る内容については記載しておりません。

 

 

（追加情報）

当社としては、新型コロナウイルス感染症は2022年3月期の一定期間にわたり社会・経済に広範な影響を及ぼす

ことが予想されるものの、当該前提のもとでの同感染症が事業に与える影響を総合的に勘案したところ、現時点に

おいて当社の会計上の見積りを行うにあたっては長期的な影響は及ぼさず大きな影響はないと考えており、諸条件

は平常時と同水準となる仮定のもと、各種の会計上の見積りを行っております。

 

 

（貸借対照表関係）

運転資金の効率的な調達を行うため当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。これら契約に

基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2020年３月31日）
当事業年度

（2021年３月31日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメン

トの総額
5,400百万円 5,400百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 5,400百万円 5,400百万円
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（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度49％、当事業年度45％、一般管理費に属する費用のおお

よその割合は前事業年度51％、当事業年度55％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前事業年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

 当事業年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

給料 2,193百万円 2,246百万円

賞与引当金繰入額 397百万円 412百万円

退職給付費用 171百万円 200百万円

法定福利費 534百万円 574百万円

旅費交通費 556百万円 303百万円

荷造運送費 676百万円 725百万円

研究開発費 3,296百万円 3,055百万円

減価償却費 378百万円 379百万円

貸倒引当金繰入額 17百万円 △1百万円

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

工具、器具及び備品 0百万円 －百万円

計 0百万円 －百万円

 

※３　受取和解金の内容は、取引先との係争に関し、仲裁判断により受領した和解金であります。

 

※４　固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

建物 0百万円 4百万円

構築物 －百万円 0百万円

機械及び装置 1百万円 4百万円

車両運搬具 0百万円 0百万円

工具、器具及び備品 0百万円 2百万円

土地 11百万円 －百万円

ソフトウェア 1百万円 －百万円

解体撤去費用 16百万円 35百万円

計 32百万円 48百万円

 

 

（有価証券関係）

前事業年度（2020年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（2021年３月31日）

 該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2020年３月31日）
 

当事業年度
（2021年３月31日）

繰延税金資産    
未払事業税 56百万円 45百万円
賞与引当金 228  233
研究開発費 502  457
株式報酬費用 96  90
賞与引当金に係る社会保険料 36  45
たな卸資産評価損 44  46
貯蔵品在庫 1  1
資産除去債務 10  10
その他 44  57

繰延税金資産合計 1,021  989
繰延税金負債    
前払年金費用 △322  △296
圧縮記帳積立金の積立 △36  △32
その他有価証券評価差額金 △10  △12
その他 △4  △4

繰延税金負債合計 △373  △346
繰延税金資産の純額 648  642

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ
た主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2020年３月31日）
 

当事業年度
（2021年３月31日）

法定実効税率 30.62％  法定実効税率と税効果会計適用後
の法人税等の負担率との間の差異が
法定実効税率の100分の５以下であ
るため注記を省略しております。

（調整）   
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.34  
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.00  
住民税均等割 0.59  
試験研究費等の特別控除 △5.83  
その他 △0.50  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.22  

 
 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 17,004 573 17 17,560 10,596 482 6,964

構築物 1,510 1 55 1,456 682 83 773

機械及び装置 5,848 435 191 6,092 4,882 377 1,209

車両運搬具 35 6 4 37 28 4 9

工具、器具及び備品 3,835 775 174 4,435 3,460 375 975

土地 1,931 － － 1,931 － － 1,931

リース資産 421 56 129 349 201 92 147

建設仮勘定 43 489 188 345 － － 345

有形固定資産計 30,631 2,338 761 32,208 19,851 1,415 12,356

無形固定資産        

特許権 2 － － 2 0 0 2

ソフトウエア 992 23 29 987 399 189 587

その他 108 592 6 695 1 0 693

無形固定資産計 1,104 616 35 1,685 401 190 1,283

長期前払費用 101 95 12 184 74 50 110

（注）当期増加額のうち、主なものは以下の通りであります。

     その他        基幹システムの開発 580百万円

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
(目的使用)
（百万円）

当期減少額
(その他)
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 20 0 － 2 19

賞与引当金 745 763 745 － 763

返品調整引当金 5 8 － 5 8

　（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、入金による取崩額２百万円であります。

２．返品調整引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額５百万円であります。

EDINET提出書類

栄研化学株式会社(E00961)

有価証券報告書

115/126



（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

 

（３）【その他】

①決算日後の状況

特記事項はありません。

②重要な訴訟事件等

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り及び買増

し
 

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ――――――――

買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

公告は電子公告といたします。ただし、事故その他やむを得ない事由に

よって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に

掲載する方法で行います。

公告掲載ＵＲＬ

https://www.eiken.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を

請求する権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに

単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第82期）（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）2020年６月24日関東財務局長に提出。

(2）内部統制報告書及びその添付書類

2020年６月24日関東財務局長に提出。

(3）四半期報告書及び確認書

（第83期第１四半期）（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）2020年８月７日関東財務局長に提出。

（第83期第２四半期）（自　2020年７月１日　至　2020年９月30日）2020年11月11日関東財務局長に提出。

（第83期第３四半期）（自　2020年10月１日　至　2020年12月31日）2021年２月10日関東財務局長に提出。

(4）臨時報告書

2020年６月24日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時報

告書であります。

 

2021年２月17日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表執行役の異動）に基づく臨時報告書であります。

 

2021年６月23日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時報

告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  ２０２１年６月２２日

栄研化学株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 EY新日本有限責任監査法人 

 東 京 事 務 所 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 海野　 隆善　 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊東　 朋　　 印

 

     

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている栄研化学株式会社の２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、栄研

化学株式会社及び連結子会社の２０２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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栄研生物科技（中国）有限公司の固定資産のグルーピング

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、２０２１年３月３１日現在、連結財務諸表上、

栄研生物科技（中国）有限公司に係る有形固定資産を４２

１百万円、無形固定資産を１６７百万円計上している。

　注記事項（重要な会計上の見積り）に記載されていると

おり、栄研生物科技（中国）有限公司は主として野木工場

の受託生産を請け負っていることから、野木工場と一体と

してグルーピングを行っている。

　グルーピングについては経営者の判断が必要であり、今

後事業計画や市場環境の変化により栄研生物科技（中国）

有限公司での受託生産が終了又は減少した場合などは、資

産のグルーピングが見直される可能性があり不確実性が伴

う。

　上記の理由により、当監査法人は当該事項を監査上の主

要な検討事項に該当するものと判断した。

　当監査法人は固定資産のグルーピングを検討するに当た

り、主として以下の監査手続を実施した。

・管理会計上の区分や投資の意思決定を行う単位の設定等

について、野木工場と栄研生物科技（中国）有限公司を

一体として行われていることを確かめるために、経営者

等への質問を実施した。また、生産計画等の閲覧を実施

した。

・栄研生物科技（中国）有限公司が主として野木工場の受

託生産を請け負っていることを確かめるために、栄研生

物科技（中国）有限公司における受託生産品の販売実績

を検討した。

・グルーピングの見直しを要する可能性がある意思決定の

有無を確かめるために、経営者等への質問を実施した。

また、取締役会の議事録及び事業計画等の閲覧を実施し

た。

 

連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。
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監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい

る場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、栄研化学株式会社の２０２

１年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、栄研化学株式会社が２０２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者及び監査委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任

を負う。

監査人は、監査委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した内

部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報告

を行う。

監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい

る場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会
社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  ２０２１年６月２２日

栄研化学株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 EY新日本有限責任監査法人  

 東 京 事 務 所 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 海野　 隆善　 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊東　 朋　　 印

 

     

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている栄研化学株式会社の２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日までの第８３期事業年度の財務諸表、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を
行った。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、栄研化学

株式会社の２０２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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栄研生物科技（中国）有限公司への出資金の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、２０２１年３月３１日現在、貸借対照表に関係

会社出資金を１,３１６百万円計上している。

　関係会社出資金は全て連結子会社である栄研生物科技

（中国）有限公司に対するものであり市場価格のない株式

である。栄研生物科技（中国）有限公司は栄研化学株式会

社の野木工場から臨床検査薬の受託生産を請け負っている

と共に、中国国内において独自に臨床検査薬の開発・製

造・販売に取り組んでいる。

　当該関係会社出資金は財政状態の悪化により実質価額が

著しく下落した場合には、相当の減額処理を行う必要があ

る。

　今後市況環境の変化により栄研化学株式会社からの受託

生産が減少する場合や栄研生物科技（中国）有限公司独自

の中国ビジネス展開が計画通りに進捗しない場合、現地で

の著しい不動産価額の低下が生じた場合などには、投下資

本の回収が困難な場合がある。

　関係会社出資金は財務諸表における金額的重要性が高

く、実質価額の著しい下落により減額処理が行われると、

財務諸表全体に与える金額的影響が大きい。

　上記の理由により当監査法人は当該事項を監査上の主要

な検討事項に該当するものと判断した。

　当監査法人は、関係会社出資金の評価を検討するに当た

り、主として以下の監査手続を実施した。

・栄研生物科技（中国）有限公司の実質価額に影響を及ぼ

す事象の発生の有無を確かめるために、議事録の閲覧、

経営者等への質問を実施した。また、固定資産の帳簿価

額と不動産鑑定評価の比較を実施した。

・栄研生物科技（中国）有限公司の実質価額の著しい下落

の有無について確かめるために、実質価額を財務数値及

び関連資料より再計算し、実質価額と取得原価を比較し

た。

 
財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
 
財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい
る場合はその内容について報告を行う。
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　監査人は、監査委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査上

の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場合

や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に見

込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 
 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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